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条 例 

 

 江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例の一部を改正する条例を

公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２号 

江東区個人番号の利用並びに特定個人情報

の利用及び提供に関する条例の一部を改正

する条例 

 江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例（平成２７年１２月江東

区条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中第１号を削り、第２号を第１号とし、

第３号を第２号とし、同号の次に次の１号を加え

る。 

(3) 個人番号利用事務 法第２条第１０項に規

定する個人番号利用事務をいう。 

 第２条に次の２号を加える。 

(6) 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号

に規定する特定個人番号利用事務をいう。 

(7) 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規

定する利用特定個人情報をいう。 

 第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる

事務」を「特定個人番号利用事務」に改め、同条

第２項ただし書中「受ける」の次に「ことができ

る」を加え、同条第３項中「法別表第２の第２欄

に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に、「同

表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定

個人情報」に改め、同項ただし書中「特定個人情

報」を「利用特定個人情報」に改め、「受ける」の

次に「ことができる」を加える。 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

                    

江東区職員の配偶者同行休業に関する条例の一

部を改正する条例を公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第３号 

江東区職員の配偶者同行休業に関する条例

の一部を改正する条例 

 江東区職員の配偶者同行休業に関する条例（平

成２７年３月江東区条例第１０号）の一部を次の

ように改正する。 

 第１条中「第６項」の次に「から第８項まで」

を加える。 

 第１０条を第１１条とし、第９条の次に次の１

条を加える。 

（配偶者同行休業に伴う任期付採用） 

第１０条 任命権者は、第２条又は第６条第１項

の規定による申請があった場合において、当該

申請に係る期間（以下「申請期間」という。）に

ついて職員の配置換えその他の方法によって当

該申請をした職員の業務を処理することが困難

であると認めるときは、当該業務を処理するた

め、申請期間を任用の期間（以下「任期」とい

う。）の限度として行う任期を定めた採用を行う

ことができる。 

２ 任命権者は、前項の規定により任期を定めて

採用された職員の任期が申請期間に満たない場

合にあっては、当該申請期間の範囲内において、

その任期を更新することができる。この場合に

おいて、任命権者は、あらかじめ当該職員の同

意を得なければならない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

                    

江東区芭蕉記念館条例の一部を改正する条例を

公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第４号 

   江東区芭蕉記念館条例の一部を改正する条

例 

江東区芭蕉記念館条例（昭和５６年３月江東区

条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

別表展示室の項中「小・中学生」の次に「及び

高校生等」を加え、同表備考を次のように改める。 

 備考 

  １ 高校生等とは、１５歳に達する日以後の

最初の４月１日から１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にある者をい

う。 

  ２ 利用者が、入場料その他これに類する料

金を徴収して研修室、本館会議室又は分館

会議室を利用する場合の利用料金は、本表

に定める額の１００分の１５０相当額を上

限とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の利用料金は、この条
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例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

行う利用の承認について適用し、施行日前に行

った利用の承認については、なお従前の例によ

る。 

                    

江東区深川江戸資料館条例の一部を改正する条

例を公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第５号 

   江東区深川江戸資料館条例の一部を改正す

る条例 

江東区深川江戸資料館条例（昭和６１年６月江

東区条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

別表中 
「 区分 利用

日 

利用区

分 

単位 利用料金 

」 

観覧料  大人 １ 人 １

回 に つ

き 

４００円 

 小・中学

生 

１ 人 １

回 に つ

き 

５０円 

を 
「 施設 利用

日 

利用区

分 

単位 観覧料・

利用料金 

」 

展示室  大人 １ 人 １

回 に つ

き 

４００円 

 小・中学

生 及 び

高 校 生

等 

１ 人 １

回 に つ

き 

５０円 

に改め、同表中備考３を備考４とし、同表備考２

中「徴収して」の次に「小劇場又はレクホールを」

を加え、同備考２を同表備考３とし、同表中備考

１を備考２とし、同表に備考１として次のように

加える。 

  １ 高校生等とは、１５歳に達する日以後の

最初の４月１日から１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にある者をい

う。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の利用料金は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

行う利用の承認について適用し、施行日前に行

った利用の承認については、なお従前の例によ

る。 

                    

江東区中川船番所資料館条例の一部を改正する

条例を公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第６号 

   江東区中川船番所資料館条例の一部を改正

する条例 

江東区中川船番所資料館条例（平成１４年１０

月江東区条例第５０号）の一部を次のように改正

する。 

別表展示室の項中「小・中学生」の次に「及び

高校生等」を加え、同表備考を次のように改める。 

 備考 

  １ 高校生等とは、１５歳に達する日以後の

最初の４月１日から１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にある者をい

う。 

  ２ 利用者が、入場料その他これに類する料

金を徴収して会議室を利用する場合の利用

料金は、本表に定める額の１００分の１５

０相当額を上限とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の利用料金は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

行う利用の承認について適用し、施行日前に行

った利用の承認については、なお従前の例によ

る。 

                    

江東区区民体育館条例の一部を改正する条例を

公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第７号 

江東区区民体育館条例の一部を改正する条

例 

 江東区区民体育館条例（昭和５０年３月江東区

条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

 別表第２を次のように改める。 

別表第２ 個人利用（第８条関係） 

施設 

 

 

単位 

 

 

利用料金 

一般 

 

中学生

以下の

高校生

等 

区内に

住所を
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者 

 

 

 

有する

６５歳

以上の

者 

大体育

室 

１日 １，３

５０円 

３００

円 

３００

円 

３００

円 

小体育

室 

 

多目的

室 

 

武道場  

柔 道

場、剣

道場及

び弓道

場 

 

クライ

ミング

ウォー

ル 

 

トレー

ニング

室 

 

プール ２時間 ４５０

円 

１５０

円 

１５０

円 

１５０

円 

サウナ

室 

１回 １，２

００円 

  ８００

円 

８００

円 

備考 

１ 高校生等とは、１５歳に達する日以後の

最初の４月１日から１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にある者をい

う。 

２ 利用時間には、準備及び原状回復に要す

る時間を含むものとする。 

３ ２時間を超えてプールを利用した場合は、

超過時間１時間（１時間に満たない時間は、

１時間とする。）につき、本表利用料金の１０

０分の５０相当額を上限として支払うものと

する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の利用料金は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

行う利用の承認について適用し、施行日前に行

った利用の承認については、なお従前の例によ

る。 

                    

江東区夢の島総合運動場条例の一部を改正する

条例を公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第８号 

江東区夢の島総合運動場条例の一部を改正

する条例 

江東区夢の島総合運動場条例（平成６年３月江

東区条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

別表第２中 
「 施設 単位 利用料金  

 一般 小・中学生 

 夢の島競

技場トラ

ック 

１回 ４５０円 １５０円 

 夢の島ス

ケートボ

ードパー

ク 

１回 ４５０円 １５０円  

 

 

」 

を 
「 

 

施設 単位 利用料金  

一般 小・中学生

及び高校生

等 

 夢の島競

技場トラ

ック 

１回 ４５０円 １５０円 

 夢の島ス

ケートボ

ードパー

ク 

１回 ４５０円 １５０円 

 備考 高校生等とは、１５歳に達する日以後の

最初の４月１日から１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にある者をい

う。                    

 

 

 

」 

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の利用料金は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

行う利用の承認について適用し、施行日前に行

った利用の承認については、なお従前の例によ

る。 

                    

江東区営プール条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和６年３月１４日 
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江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第９号 

江東区営プール条例の一部を改正する条例 

江東区営プール条例（昭和４２年７月江東区条

例第２２号）の一部を次のように改正する。 

別表個人の項中「小・中学生」の次に「及び高

校生等」を加え、同表中備考３を備考４とし、備

考２を備考３とし、備考１を備考２とし、同表に

備考１として次のように加える。 

  １ 高校生等とは、１５歳に達する日以後の

最初の４月１日から１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にある者をい

う。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の利用料金は、この条

例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

行う利用の承認について適用し、施行日前に行

った利用の承認については、なお従前の例によ

る。 

                    

江東区特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１０号 

江東区特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業の運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

 江東区特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６

年１０月江東区条例第２５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条第１６号中「負担額算定子ども」を「負

担額算定基準子ども」に改め、同条第２２号中「（特

別利用保育及び特別利用教育を含む。次条第１項

及び第２項において同じ。）」及び「（特別利用地域

型保育及び特定利用地域型保育を含む。次条第１

項及び第２項において同じ。）」を削る。 

 第１５条第１項第４号中「厚生労働大臣」を「内

閣総理大臣」に改める。 

 第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条

中「しなければならない」を「するとともに、電

気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆に

よって直接受信されることを目的として公衆から

の求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放

送又は有線放送に該当するものを除く。）により公

衆の閲覧に供しなければならない」に改める。 

 第３５条第３項中「定める額」を「定める基準」

に改める。 

 第３７条第１項中「第２７条」を「第２８条」

に、「Ｂ型（同条」を「Ｂ型（同令第３１条」に、

「Ｃ型（同条」を「Ｃ型（同令第３３条」に改め

る。 

 第４２条第３項第２号中「区長」を「区」に改

める。 

 第４４条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」

に改める。 

 第５１条第３項中「法第１９条第１号又は第３

号」を「同条第１号又は第３号」に改め、「含む。）」

と」の次に「、「同号」とあるのは、「法第１９条

第３号」と」を加える。 

 第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・

ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一

定の事項を確実に記録しておくことができる物」

を「電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体

をいう。）」に改め、同条第６項中「行わない」と」

の次に「、「交付する」とあるのは「得る」と、第

３項中「前項各号」とあるのは「第６項において

準用する前項各号」と」を、「第４項中」の次に「「第

２項」とあるのは「第６項において準用する第２

項」と、」を、「前項中」の次に「「前項」とあるの

は「第６項において準用する前項」と、」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、

第２３条の改正規定は、令和６年４月１日から施

行する。 

                    

江東区こども発達センター条例の一部を改正す

る条例を公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１１号 

江東区こども発達センター条例の一部を改

正する条例 

 江東区こども発達センター条例（平成５年３月

江東区条例第１８号）の一部を次のように改正す

る。 

 第５条第２号中「第６条の２の２第６項」を「第

６条の２の２第５項」に改め、同条第３号中「第

６条の２の２第７項」を「第６条の２の２第６項」

に改める。 

附 則 
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この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区営住宅条例の一部を改正する条例を公布

する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１２号 

江東区営住宅条例の一部を改正する条例 

 江東区営住宅条例（平成９年１２月江東区条例

第５０号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第２項第８号中「被害者で」を「被害者

又は配偶者暴力防止等法第２８条の２に規定する

関係にある相手からの暴力を受けた者で」に改め、

同号ア中「第３条第３項第３号」の次に「（配偶者

暴力防止等法第２８条の２において準用する場合

を含む。）」を加え、「同法第５条」を「配偶者暴力

防止等法第５条（配偶者暴力防止等法第２８条の

２において準用する場合を含む。）」に改め、同号

イ中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の

２（配偶者暴力防止等法第２８条の２においてこ

れらの規定を準用する場合を含む。）」を加え、同

条第４項中「前３項」を「前各項」に改め、同項

を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、

同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項に規定する者に使用を許可する区営住宅

は、規則で定める規格の住宅とする。 

 第１２条第１項第１号中「資格を有する連帯保

証人の連署する」を削り、同号ただし書を削る。 

 第１２条の２を削る。 

 第４１条の表中 
「 

 

江東区営塩浜

住宅駐車場 

一般用 １０台  

 

 

 

」 

車椅子使用者等用 ２台 

江東区営大島

五丁目住宅駐

車場 

車椅子使用者等用 ２台 

を 
「 江東区営塩浜

住宅駐車場 

一般用 １０台  

 車椅子使用者等用 ２台  

 

 

 

」 

江東区営猿江

住宅駐車場 

一般用 ２台 

車椅子使用者等用 １台 

江東区営大島

住宅駐車場 

一般用 ８台 

車椅子使用者等用 １台 

に改める。 

 別表同猿江一丁目アパートの項中「猿江一丁目

アパート」を「猿江住宅」に、「３３戸」を「４２

戸」に改め、同表同大島五丁目住宅の項中「大島

五丁目住宅」を「大島住宅」に、「４２戸」を「８

３戸」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

ただし、第４１条及び別表の改正規定は、令和

６年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の江東区営住宅条例

（以下「新条例」という。）第１２条第１項の

規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に新条例第４条の規定による使

用許可を受ける者から適用する。 

３ 施行日前に提出された請書のうち、新条例第

４条の規定による使用許可に係るものについて

は、新条例第１２条第１項の規定により提出さ

れた請書とみなす。 

                    

江東区高齢者住宅条例の一部を改正する条例を

公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１３号 

江東区高齢者住宅条例の一部を改正する条

例 

 江東区高齢者住宅条例（平成９年１２月江東区

条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

 第１２条第１項中「資格を有する連帯保証人の

連署する」を削り、同項ただし書を削る。 

 第１２条の２を削る。 

 別表中 
「  ３ 区が区内の独立行政法人都市再生機構

の住宅を借り上げて設置する高齢者住宅 

 

 

 

 

 

 

」 

名称 位置 種別 戸数 

江 東 区

ピ ア お

おじま 

東京都江

東区大島

六丁目１

４番４号 

単身世帯用

住宅 

３２戸 

２人世帯用

住宅 

８戸 

を 
「  ３ 区が区内の独立行政法人都市再生機構

の住宅を借り上げて設置する高齢者住宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 位置 種別 戸数 

江 東 区

ピ ア お

おじま 

東京都江

東区大島

六丁目１

４番４号 

単身世帯用

住宅 

３２戸 

２人世帯用

住宅 

８戸 

 ４ 区が民間業者が建設した住宅を買い取

って設置する高齢者住宅 

名称 位置 種別 戸数 

江 東 区

営 猿 江

東京都江

東区猿江

単身世帯用

住宅 

２８戸 
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住宅 一丁目１

１番２２

号（江東

区営猿江

住宅内） 

２人世帯用

住宅 

４戸  

 

 

 

 」 

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

ただし、別表の改正規定は、令和６年８月１日

から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の江東区高齢者住宅条

例（以下「新条例」という。）第１２条第１項

の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に新条例第４条の規定による使

用許可を受ける者から適用する。 

３ 施行日前に提出された請書のうち、新条例第

４条の規定による使用許可に係るものについて

は、新条例第１２条第１項の規定により提出さ

れた請書とみなす。 

                    

江東区立児童遊園条例の一部を改正する条例を

公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１４号 

江東区立児童遊園条例の一部を改正する条

例 

 江東区立児童遊園条例（昭和５２年６月江東区

条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 別表同北砂三丁目児童遊園の項の次に次のよう

に加える。 

同  北砂ふれあい

児童遊園 

同  北砂三丁目１

０番１号 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区江東きっずクラブ条例等の一部を改正す

る条例を公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１５号 

江東区江東きっずクラブ条例等の一部を改

正する条例 

（江東区江東きっずクラブ条例の一部改正） 

第１条 江東区江東きっずクラブ条例（平成２２

年３月江東区条例第１６号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第６条第２項中「、江東きっずクラブ大島八

丁目及び江東きっずクラブ東砂児童館」を「及

び江東きっずクラブ大島八丁目」に改める。 

（江東区江東きっずクラブ条例の一部を改正する

条例の一部改正） 

第２条 江東区江東きっずクラブ条例の一部を改

正する条例（平成２６年１２月江東区条例第４

４号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「次に掲げる事業を連携して一

体的に」を「次の事業（以下「きっずクラブ事

業」という。）」に、「第２号に掲げる事業を」を

「第２号に掲げる事業」に改める。 

（江東区江東きっずクラブ条例の一部を改正する

条例の一部改正） 

第３条 江東区江東きっずクラブ条例の一部を改

正する条例（平成２７年１２月江東区条例第４

８号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「江東きっずクラブ川南及び」

を削り、「次に掲げる事業を連携して一体的に」

を「次の事業（以下「きっずクラブ事業」とい

う。）」に、「第２号に掲げる事業を」を「第２号

に掲げる事業」に改める。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区立学校施設使用条例の一部を改正する条

例を公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１６号 

江東区立学校施設使用条例の一部を改正す

る条例 

江東区立学校施設使用条例（昭和５１年３月江

東区条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 別表プールの部区分の項中「小・中学生」の次

に「及び高校生等」を加え、同表中備考４を備考

５とし、備考３を備考４とし、備考２の次に次の

ように加える。 

  ３ この表及び次表において「高校生等」と

は、１５歳に達する日以後の最初の４月１

日から１８歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの間にある者をいう。 

 別表トレーニング室の項中 
「 一般 

」 

４５０円 

４，５００円 

３，６００円 

９，４５０円 

１８，０００円 
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を                      
「 一般 高校生等 

 

４５０円 １００円 

４，５００円 １，０００円 

３，６００円 １，２００円 

９，４５０円 ３，２５０円 

１８，０００円 ６，０００円 

                        」

に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の使用料は、この条例

の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行

う使用の承認について適用し、施行日前に行っ

た使用の承認については、なお従前の例による。 

                    

江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正す

る条例を公布する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１７号 

江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学

校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一

部を改正する条例 

 江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例（平成１４年３

月江東区条例第２９号）の一部を次のように改正

する。 

 第８条ただし書中「次に掲げる」を「刑事施設、

労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されてい

る」に、「拘禁され、又は収容されている」を「拘

禁されている」に改め、同条各号を削る。 

 別表学校医及び学校歯科医の補償基礎額の項中

「７，１９４円」を「７，４９４円」に、「８，８

２０円」を「９，０９０円」に、「１１，４８１円」

を「１１，７０３円」に、「１２，９９０円」を「１

３，１５２円」に、「１５，５３４円」を「１５，

５７３円」に、「１６，５６３円」を「１６，６０

２円」に改め、同表学校薬剤師の補償基礎額の項

中「６，２４０円」を「６，４５９円」に、「７，

２６０円」を「７，４２２円」に、「８，９４３円」

を「９，０８１円」に、「１０，４４３円」を「１

０，５３９円」に、「１１，４５１円」を「１１，

５０５円」に、「１１，８４４円」を「１１，８６

５円」に改める。 

   附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の

江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例（以下「新条

例」という。）の規定は、令和５年４月１日（以

下「適用日」という。）から適用する。ただし、

第８条の改正規定は、令和６年４月１日から施

行する。 

（経過措置） 

２ 新条例別表の規定は、適用日以後に支給すべ

き事由が生じた公務災害補償並びに適用日前に

支給すべき事由が生じた傷病補償年金、障害補

償年金及び遺族補償年金で適用日以後の期間に

ついて支給すべきものの補償基礎額について適

用し、適用日前に支給すべき事由が生じたその

他の公務災害補償の補償基礎額については、な

お従前の例による。 

                    

江東区指定地域密着型サービス等の事業の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正

する条例を公布する。 

令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１８号 

江東区指定地域密着型サービス等の事業の

人員、設備及び運営の基準等に関する条例

の一部を改正する条例 

江東区指定地域密着型サービス等の事業の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例（平成２５年

３月江東区条例第２６号）の一部を次のように改

正する。 

第２条中「の意義」を削り、「第３４号」の次に

「。以下「省令」という。」を、「第３６号」の次

に「。以下「予防サービス省令」という。」を加え

る。 

第５条を次のように改める。 

（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準） 

第５条 法第７８条の２の２第１項第１号及び第

７８条の４第１項の条例で定める基準及び員数

並びに法第７８条の２の２第１項第２号及び第

７８条の４第２項の規定により条例で定める基

準は、省令の定めるところによる。 

 第６条第２項中「第１１５条の１２第２項第６

号」を「第７０条第２項第６号」に改める。 

第７条を次のように改める。 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営等に関する基準） 
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第７条 法第１１５条の１２の２第１項第１号及

び第１１５条の１４第１項の条例で定める基準

及び員数並びに法第１１５条の１２の２第１項

第２号及び第１１５条の１４第２項の規定によ

り条例で定める基準は、予防サービス省令の定

めるところによる。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営の基準等に関する条例を公布する。 

令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第１９号 

江東区指定居宅介護支援等の事業の人員及

び運営の基準等に関する条例 

江東区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営の基準に関する条例（平成３０年３月江東区条

例第２１号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律

第１２３号。以下「法」という。）第４７条第１

項第１号、第７９条第２項第１号並びに第８１

条第１項及び第２項の規定に基づき、指定居宅

介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この条例において使用する用語は、法及

び指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に

関する基準（平成１１年厚生省令第３８号。以

下「省令」という。）において使用する用語の例

による。 

（指定居宅介護支援の事業の申請者の資格） 

第３条 法第７９条第２項第１号の条例で定める

者は、法人とする。 

２ 前項に規定する法人の役員等（法第７０条第

２項第６号に規定する役員等をいう。）は、江東

区暴力団排除条例（平成２４年３月江東区条例

第１号）第２条第２号に規定する暴力団員及び

同条第３号に規定する暴力団関係者であっては

ならない。 

（指定居宅介護支援の事業の人員及び運営に関す

る基準） 

第４条 法第８１条第１項の条例で定める員数及

び同条第２項の規定により条例で定める基準は、

省令第１条の２、第２章、第３章及び第５章の

定めるところによる。 

（基準該当居宅介護支援の事業の人員及び運営に

関する基準） 

第５条 法第４７条第１項第１号の条例で定める

員数及び基準は、省令第３０条の規定により読

み替えて準用する省令第１条の２、第２章及び

第３章（第２６条第６項及び第７項を除く。）の

定めるところによる。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例を公布する。 

令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２０号 

江東区指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準を定める条例 

江東区指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例（平成２６年１２月江東区条例第４８号）の全

部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律

第１２３号。以下「法」という。）第５９条第１

項第１号、第１１５条の２２第２項第１号、第

１１５条の２４第１項及び第２項の規定に基づ

き、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営

並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準を定める

ものとする。 

（用語） 

第２条 この条例において使用する用語は、法及

び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並

びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準（平成１８

年厚生労働省令第３７号。以下「省令」という。）

において使用する用語の例による。 

（指定介護予防支援の事業の申請者の資格） 

第３条 法第１１５条の２２第２項第１号の条例

で定める者は、法人とする。 

２ 前項に規定する法人の役員等（法第７０条第

２項第６号に規定する役員等をいう。）は、江東

区暴力団排除条例（平成２４年３月江東区条例

第１号）第２条第２号に規定する暴力団員及び
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同条第３号に規定する暴力団関係者であっては

ならない。 

（指定介護予防支援の事業の人員及び運営に関す

る基準等） 

第４条 法第１１５条の２４第１項の条例で定め

る基準及び員数並びに同条第２項の規定により

条例で定める基準は、省令第１条の２、第２章

から第４章まで及び第６章の定めるところによ

る。 

（基準該当介護予防支援の事業の人員及び運営に

関する基準等） 

第５条 法第５９条第１項第１号の条例で定める

基準及び員数は、省令第３２条の規定により読

み替えて準用する省令第１条の２及び第２章か

ら第４章（第２５条第６項及び第７項を除く。）

までの定めるところによる。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

                    

江東区福祉会館条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２１号 

江東区福祉会館条例の一部を改正する条例 

 江東区福祉会館条例（昭和４４年３月江東区条

例第１２号）の一部を次のように改正する。 

別表中 
「 塩浜福祉会館 和室（大） ３，４００円  

 

」 
和室（中） １，３００円 

和室（小） １，０００円 

を 

「 塩浜福祉会館 洋室（大） ３，４００円  

」 洋室（小） ２，３００円 

に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の使用料は、この条例

の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行

う利用の承認について適用し、施行日前に行っ

た利用の承認については、なお従前の例による。 

                    

江東区介護保険条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２２号 

江東区介護保険条例の一部を改正する条例 

 江東区介護保険条例（平成１２年３月江東区条

例第６２号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項各号列記以外の部分中「令和３年

度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和

８年度まで」に改め、同項第１号中「３万４，８

００円」を「３万３，７６８円」に改め、同項第

２号中「４万５，２４０円」を「４万４，６４０

円」に改め、同項第３号中「４万８，７２０円」

を「４万８，７３２円」に改め、同項第４号中「５

万９，１６０円」を「６万３，２４０円」に改め、

同項第５号中「６万９，６００円」を「７万４，

４００円」に改め、同項第６号中「８万４０円」

を「８万５，５６０円」に改め、同号イ中「又は

第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号イ又は

第１７号イ」に改め、同項第７号中「９万４８０

円」を「９万６，７２０円」に改め、同号イ中「又

は第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号イ又

は第１７号イ」に改め、同項第８号中「１１万４，

８４０円」を「１１万９，０４０円」に改め、同

号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５号イ、第

１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第９号中

「１２万１，８００円」を「１３万３，９２０円」

に改め、同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１

５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同

項第１０号中「１４万２，６８０円」を「１４万

８，８００円」に改め、同号イ中「又は第１５号

イ」を「、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号

イ」に改め、同項第１１号中「１４万６，１６０

円」を「１６万３，６８０円」に改め、同号イ中

「又は第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号

イ又は第１７号イ」に改め、同項第１２号中「１

７万４，０００円」を「１８万６，０００円」に

改め、同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５

号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項

第１３号中「１９万４，８８０円」を「２０万８，

３２０円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ」

を「、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」

に改め、同項第１４号中「２０万１，８４０円」

を「２２万３，２００円」に改め、同号ア中「１，

２００万円」を「１，５００万円」に改め、同号

イ中「又は次号イ」を「、次号イ、第１６号イ又

は第１７号イ」に改め、同項第１５号中「２０万

８，８００円」を「２３万８，０８０円」に改め、

同号ア中「１，５００万円」を「２，０００万円」

に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次に「、次

号イ又は第１７号イ」を加え、同項第１６号中「２

１万５，７６０円」を「２６万７，８４０円」に
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改め、同号を同項第１８号とし、同項第１５号の

次に次の２号を加える。 

(16) 次のいずれかに該当する者 ２５万２，９

６０円 

ア 合計所得金額が２，５００万円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しない

者 

イ 要保護者であって、その者が課される保

険料の額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該

当する者を除く。） 

(17) 次のいずれかに該当する者 ２６万４００

円 

ア 合計所得金額が３，０００万円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当しない

者 

イ 要保護者であって、その者が課される保

険料の額についてこの号の区分による額を

適用されたならば保護を必要としない状態

となるもの（令第３９条第１項第１号イ

（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を

除く。） 

 第６条第２項中「令和３年度から令和５年度ま

で」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「２

万８８０円」を「２万１，１２０円」に改め、同

条第３項中「令和３年度から令和５年度」を「令

和６年度から令和８年度」に、「２万８８０円」を

「２万１，１２０円」に、「２万７，８４０円」を

「２万９，７６０円」に改め、同条第４項中「令

和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令

和８年度」に、「２万８８０円」を「２万１，１２

０円」に、「４万５，２４０円」を「４万８，３６

０円」に改める。 

 第８条第３項中「又は第９号ロ」を「、第９号

ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１２号ロ又は第

１３号ロ」に、「から第９号」を「から第１３号」

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の江東区介護保険条例

第６条の規定は、令和６年度以後の年度分の保

険料から適用し、令和５年度以前の年度分の保

険料については、なお従前の例による。 

                    

江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

を公布する。 

令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２３号 

江東区国民健康保険条例の一部を改正する

条例 

 江東区国民健康保険条例（昭和３４年１１月江

東区条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条の３の見出しを「（基礎賦課総額）」に

改め、同条各号列記以外の部分中「一般被保険者

（法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等

（以下「退職被保険者等」という。）以外の被保険

者をいう。以下同じ。）に係る」を削り、同条第１

号ア中「（一般被保険者に係るものに限る。）」を削

り、同号イ中「第２２条」を「第７条」に改め、「が

行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限

り、都」を削り、同号カを次のように改める。 

カ アからオまでに掲げるもののほか、区の

国民健康保険に関する特別会計において負

担する国民健康保険事業に要する費用（国

民健康保険事業費納付金の納付に要する費

用のうち都の国民健康保険に関する特別会

計において負担する後期高齢者支援金等、

病床転換支援金等及び介護納付金の納付に

要する費用に充てる部分並びに国民健康保

険の事務の執行に要する費用を除く。）の額 

第１４条の３第２号イ中「第２２条」を「第７

条」に改め、同号ウを次のように改める。 

  ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保

険給付費等交付金の額 

 第１４条の３第２号エ中「法附則第９条第１項

の規定により読み替えられた」及び「並びに国民

健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者等の

療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）」

を削る。 

 第１４条の４の見出しを「（基礎賦課額）」に改

め、同条中「一般被保険者に係る」を削り、「一般

被保険者につき」を「被保険者につき」に改める。 

 第１５条の見出し中「一般被保険者に係る」を

削り、同条第１項中「一般被保険者」を「被保険

者」に、「同法第１２条第５項」を「外国居住者等

所得相互免除法第１２条第５項」に、「同法第８条

第４項（同法」を「外国居住者等所得相互免除法

第８条第４項（外国居住者等所得相互免除法」に

改める。 

 第１５条の４の見出し及び同条各号列記以外の

部分中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１
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号中「１００分の７．１７」を「１００分の８．

６９」に、「一般被保険者に係る基礎賦課総額」を

「基礎賦課総額」に、「１００分の６０」を「１０

０分の６１」に、「一般被保険者に係る賦課期日」

を「被保険者に係る賦課期日」に改め、同条第２

号中「４万５，０００円」を「４万９，１００円」

に改め、「一般被保険者に係る」を削り、「１００

分の４０」を「１００分の３９」に、「一般被保険

者の」を「被保険者の」に改める。 

 第１５条の５から第１５条の７までを次のよう

に改める。 

第１５条の５から第１５条の７まで 削除 

 第１５条の８を次のように改める。 

（基礎賦課限度額） 

第１５条の８ 第１４条の４の基礎賦課額は、６

５万円を超えることができない。 

 第１５条の９の見出し及び同条各号列記以外の

部分中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１

号中「であって、都が行う国民健康保険の一般被

保険者に係るもの」を削り、同条第２号ア中「第

２２条」を「第７条」に改め、同号イ中「法附則

第９条第１項の規定により読み替えられた」を削

る。 

 第１５条の１０の見出し中「一般被保険者に係

る」を削り、同条中「一般被保険者に係る」を削

り、「一般被保険者につき」を「被保険者につき」

に改める。 

 第１５条の１１の見出し中「一般被保険者に係

る」を削り、同条中「一般被保険者」を「被保険

者」に改める。 

 第１５条の１２の見出し及び同条各号列記以外

の部分中「一般被保険者に係る」を削り、同条第

１号中「１００分の２．４２」を「１００分の２．

８０」に、「一般被保険者に係る後期高齢者支援金

等賦課総額」を「後期高齢者支援金等賦課総額」

に、「一般被保険者に係る賦課期日」を「被保険者

に係る賦課期日」に改め、同条第２号中「１万５，

１００円」を「１万６，５００円」に改め、「一般

被保険者に係る」を削り、「一般被保険者の」を「被

保険者の」に改める。 

 第１５条の１３から第１５条の１５までを次の

ように改める。 

第１５条の１３から第１５条の１５まで 削除 

 第１５条の１６を次のように改める。 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１５条の１６ 第１５条の１０の後期高齢者支

援金等賦課額は、２４万円を超えることができ

ない。 

 第１６条第２号ア中「第２２条」を「第７条」

に改め、同号イ中「法附則第９条第１項の規定に

より読み替えられた」を削る。 

第１６条の４第１号中「１００分の２．２３」

を「１００分の２．３１」に改め、同条第２号中

「１万６，２００円」を「１万６，５００円」に

改める。 

 第１９条第１項及び第２項中「若しくは第１５

条の５」及び「若しくは第１５条の１３」を削る。 

 第１９条の２各号列記以外の部分中「又は第１

５条の５」及び「又は第１５条の１３」を削り、「２

２万円」を「２４万円」に改め、同条第１号ア中

「３万１，５００円」を「３万４，３７０円」に

改め、同号イ中「１万５７０円」を「１万１，５

５０円」に改め、同号ウ中「１万１，３４０円」

を「１万１，５５０円」に改め、同条第２号中「２

９万円」を「２９万５，０００円」に改め、同号

ア中「２万２，５００円」を「２万４，５５０円」

に改め、同号イ中「７，５５０円」を「８，２５

０円」に改め、同号ウ中「８，１００円」を「８，

２５０円」に改め、同条第３号中「５３万５，０

００円」を「５４万５，０００円」に改め、同号

ア中「９，０００円」を「９，８２０円」に改め、

同号イ中「３，０２０円」を「３，３００円」に

改め、同号ウ中「３，２４０円」を「３，３００

円」に改める。 

第１９条の４第１号ア中「６，７５０円」を「７，

３６５円」に改め、同号イ中「１万１，２５０円」

を「１万２，２７５円」に改め、同号ウ中「１万

８，０００円」を「１万９，６４０円」に改め、

同号エ中「２万２，５００円」を「２万４，５５

０円」に改め、同条第２号ア中「２，２６５円」

を「２，４７５円」に改め、同号イ中「３，７７

５円」を「４，１２５円」に改め、同号ウ中「６，

０４０円」を「６，６００円」に改め、同号エ中

「７，５５０円」を「８，２５０円」に改める。 

 付則第５条及び第６条を次のように改める。 

 付則第５条及び第６条 削除 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１５条の４、第１

５条の１２、第１５条の１６、第１６条の４、

第１９条の２及び第１９条の４の規定は、令和

６年度以後の年度分の保険料について適用し、

令和５年度以前の年度分の保険料については、

なお従前の例による。 
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３ 改正前の江東区国民健康保険条例付則第５条

の規定は、平成２３年度及び平成２４年度分の

保険料については、なおその効力を有する。 

４ 改正前の江東区国民健康保険条例付則第６条

の規定は、平成２５年度及び平成２６年度分の

保険料については、なおその効力を有する。 

                    

江東区特別区税条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２４号 

江東区特別区税条例の一部を改正する条例 

 江東区特別区税条例（昭和３９年１２月江東区

条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

付則第２条の４の次に次の１条を加える。 

（令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等

の特例） 

第２条の５ 所得割の納税義務者の選択により、

法附則第４条の４第４項に規定する特例損失金

額（以下この項において「特例損失金額」とい

う。）がある場合には、特例損失金額（同条第４

項に規定する災害関連支出がある場合には、第

３項に規定する申告書の提出の日の前日までに

支出したものに限る。以下この項及び次項にお

いて「損失対象金額」という。）について、令和

５年において生じた法第３１４条の２第１項第

１号に規定する損失の金額として、この条例の

規定を適用することができる。この場合におい

て、第１７条の規定により控除された金額に係

る当該損失対象金額は、その者の令和７年度以

後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の末

日の属する年度の翌年度分の区民税に係るこの

条例の規定の適用については、当該損失対象金

額が生じた年において生じなかったものとみな

す。 

２ 前項前段の場合において、第１７条の規定に

より控除された金額に係る損失対象金額のうち

に同項の規定の適用を受けた者と生計を一にす

る令第４８条の６第１項に規定する親族の有す

る法附則第４条の４第４項に規定する資産につ

いて受けた損失の金額（以下この項において「親

族資産損失額」という。）があるときは、当該親

族資産損失額は、当該親族の令和７年度以後の

年度分で当該親族資産損失額が生じた年の末日

の属する年度の翌年度分の区民税に係るこの条

例の規定の適用については、当該親族資産損失

額が生じた年において生じなかったものとみな

す。 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第２３条第

１項又は第４項の規定による申告書（その提出

期限後において区民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたもの及びその時までに提

出された第２４条第１項の確定申告書を含む。）

に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記

載がある場合（これらの申告書にその記載がな

いことについてやむを得ない理由があると区長

が認める場合を含む。）に限り、適用する。 

 付則第３条中「附則第４条の４第３項」を「附

則第４条の５第３項」に改める。 

付則第３条の５の次に次の４条を加える。 

（令和６年度分の区民税の特別税額控除） 

第３条の６ 令和６年度分の区民税に限り、法附

則第５条の８第４項及び第５項に規定するとこ

ろにより控除すべき区民税に係る令和６年度分

特別税額控除額を、前年の合計所得金額が１，

８０５万円以下である所得割の納税義務者（次

条及び付則第３条の８において「特別税額控除

対象納税義務者」という。）の第１８条、第１９

条から第２０条の３まで、付則第２条の４第２

項、付則第３条の３第１項、付則第３条の４の

２第１項、前条及び付則第５条の２の規定を適

用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第２０

条第２項、第３５条の５第１項及び前条の規定

の適用については、第２０条第２項及び前条中

「附則第５条の６第２項」とあるのは「附則第

５条の６第２項及び第５条の８第６項」と、第

３５条の５第１項中「課した」とあるのは「付

則第３条の６第１項の規定の適用がないものと

した場合に課すべき」と、「の前々年中」とある

のは「の同項の規定の適用がないものとした場

合における前々年中」と、「、前々年中」とある

のは「、付則第３条の６第１項の規定の適用が

ないものとした場合における前々年中」とする。 

（令和６年度分の区民税の納税通知書に関する特

例） 

第３条の７ 令和６年度分の区民税に限り、区民

税の納税通知書に記載すべき各納期の納付額に

ついては、第２９条の規定にかかわらず、次に

定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控

除前の普通徴収に係る区民税の額（前条第１

項の規定の適用がないものとした場合に算出

される普通徴収に係る区民税の額をいう。）、

特別税額控除前の普通徴収に係る個人の都民
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税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項

の規定の適用がないものとした場合に算出さ

れる普通徴収に係る個人の都民税の額をい

う。）及び普通徴収に係る森林環境税の額の合

算額（以下この号において「特別税額控除前

の普通徴収に係る個人の住民税の額」とい

う。）からその者の普通徴収に係る区民税の額、

普通徴収に係る個人の都民税の額及び普通徴

収に係る森林環境税の額の合算額を控除した

額（以下この項において「普通徴収の個人の

住民税に係る特別税額控除額」という。）がそ

の者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人

の住民税の額を４で除して得た金額（当該金

額に１，０００円未満の端数があるとき、又

は当該金額の全額が１，０００円未満である

ときは、その端数金額又はその全額を切り捨

てた金額。以下この項において「分割金額」

という。）に３を乗じて得た金額をその者の特

別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税

の額から控除した残額に相当する金額（以下

この項において「第１期分金額」という。）に

満たない場合には、当該納税通知書に記載す

べき各納期の納付額は、第２８条第１項に規

定する第１期の納期（以下この項、次項及び

次条第１項において「第１期納期」という。）

においてはその者の第１期分金額からその者

の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額を控除した額とし、その他のそれぞれの

納期においてはその者の分割金額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の

個人の住民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額以上であり、かつ、その者の

第１期分金額とその者の分割金額との合計額

に満たない場合には、当該納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、第１期納期におい

てはないものとし、第２８条第１項に規定す

る第２期の納期（以下この項及び次条第１項

において「第２期納期」という。）においては

その者の第１期分金額とその者の分割金額と

の合計額からその者の普通徴収の個人の住民

税に係る特別税額控除額を控除した額とし、

第２８条第１項に規定する第３期の納期（以

下この項において「第３期納期」という。）及

び同条第１項に規定する第４期の納期（以下

この項において「第４期納期」という。）にお

いてはその者の分割金額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の

個人の住民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額とその者の分割金額との合計

額以上であり、かつ、その者の第１期分金額

とその者の分割金額に２を乗じて得た金額と

の合計額に満たない場合には、当該納税通知

書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納

期及び第２期納期においてはないものとし、

第３期納期においてはその者の第１期分金額

とその者の分割金額に２を乗じて得た金額と

の合計額からその者の普通徴収の個人の住民

税に係る特別税額控除額を控除した額とし、

第４期納期においてはその者の分割金額とす

る。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の

個人の住民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗

じて得た金額との合計額以上である場合には、

当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額

は、第１期納期、第２期納期及び第３期納期

においてはないものとし、第４期納期におい

てはその者の普通徴収に係る区民税の額、普

通徴収に係る個人の都民税の額及び普通徴収

に係る森林環境税の額の合算額とする。 

２ 令和６年度分の区民税（第１期納期から第３

５条第１項の規定により普通徴収の方法によっ

て徴収されることとなったものを除く。）を同項

の規定により普通徴収の方法によって徴収する

場合については、前項の規定は、適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る区

民税に関する特例） 

第３条の８ 令和６年度分の区民税に限り、第３

５条の２第１項の規定により特別徴収の方法に

よって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る

区民税（第３項において「年金所得に係る特別

徴収の区民税」という。）の額及び同条第２項の

規定により普通徴収の方法によって徴収すべき

公的年金等に係る所得に係る区民税の額につい

ては、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控

除前の年金所得に係る区民税の額（付則第３

条の６第１項の規定の適用がないものとした

場合に算出される第３５条の２第１項に規定

する前年中の公的年金等に係る所得に係る所

得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収

を行う森林環境税額を含む。以下この号及び

第５号において同じ。）の合算額（以下この号

及び第５号において「年金所得に係る所得割

額及び均等割額の合算額」という。）をいう。

以下この号及び第３項第１号において同じ。）
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からその者の年金所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額を控除した額（以下この項及

び第３項において「年金所得に係る区民税に

係る特別税額控除額」という。）がその者の特

別税額控除前の普通徴収に係る区民税の額

（特別税額控除前の年金所得に係る区民税の

額から特別税額控除前の特別徴収に係る区民

税の額（特別税額控除前の年金所得に係る区

民税の額の２分の１に相当する額をいう。以

下この号において同じ。）を控除した額をいう。

以下この号において同じ。）を２で除して得た

金額（当該金額に１，０００円未満の端数が

あるとき、又は当該金額の全額が１，０００

円未満であるときは、その端数金額又はその

全額を切り捨てた金額。以下この項において

「第２期分金額」という。）をその者の特別税

額控除前の普通徴収に係る区民税の額から控

除した残額に相当する金額（以下この項にお

いて「第１期分金額」という。）に満たない場

合には、第１期納期及び第２期納期に普通徴

収の方法によって徴収すべき公的年金等に係

る所得に係る区民税の額（以下この項におい

て「普通徴収対象税額」という。）並びに第３

５条の３に規定する特別徴収対象年金給付の

支払をする際、特別徴収の方法によって徴収

すべき公的年金等に係る所得に係る区民税の

額（以下この項及び第３項において「特別徴

収対象税額」という。）は、第１期納期におい

てはその者の第１期分金額からその者の年金

所得に係る区民税に係る特別税額控除額を控

除した残額に相当する税額、第２期納期にお

いてはその者の第２期分金額に相当する税額、

当該年度の初日の属する年の１０月１日から

１１月３０日までの間においてはその者の特

別税額控除前の特別徴収に係る区民税の額を

３で除して得た金額（当該金額に１００円未

満の端数があるとき、又は当該金額の全額が

１００円未満であるときは、その端数金額又

はその全額を切り捨てた金額。以下この項に

おいて「分割金額」という。）に２を乗じて得

た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収

に係る区民税の額から控除した残額に相当す

る金額（以下この項において「１０月分金額」

という。）に相当する税額、同年１２月１日か

ら翌年の３月３１日までの間においてはその

者の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に

係る区民税に係る特別税額控除額がその者の

第１期分金額以上であり、かつ、その者の第

１期分金額とその者の第２期分金額との合計

額に満たない場合には、普通徴収対象税額及

び特別徴収対象税額は、第１期納期における

税額はないものとし、第２期納期においては

その者の第１期分金額とその者の第２期分金

額との合計額からその者の年金所得に係る区

民税に係る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、当該年度の初日の属する年の

１０月１日から１１月３０日までの間におい

てはその者の１０月分金額に相当する税額、

同年１２月１日から翌年の３月３１日までの

間においてはその者の分割金額に相当する税

額とする。  

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に

係る区民税に係る特別税額控除額がその者の

第１期分金額とその者の第２期分金額との合

計額以上であり、かつ、その者の第１期分金

額、その者の第２期分金額及びその者の１０

月分金額の合計額に満たない場合には、普通

徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１

期納期及び第２期納期における税額はないも

のとし、当該年度の初日の属する年の１０月

１日から１１月３０日までの間においてはそ

の者の第１期分金額、その者の第２期分金額

及びその者の１０月分金額の合計額からその

者の年金所得に係る区民税に係る特別税額控

除額を控除した残額に相当する税額、同年１

２月１日から翌年の３月３１日までの間にお

いてはその者の分割金額に相当する税額とす

る。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に

係る区民税に係る特別税額控除額がその者の

第１期分金額、その者の第２期分金額及びそ

の者の１０月分金額の合計額以上であり、か

つ、その者の第１期分金額、その者の第２期

分金額、その者の１０月分金額及びその者の

分割金額の合計額に満たない場合には、普通

徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１

期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日

の属する年の１０月１日から１１月３０日ま

での間における税額はないものとし、同年１

２月１日から翌年の１月３１日までの間にお

いてはその者の第１期分金額、その者の第２

期分金額、その者の１０月分金額及びその者

の分割金額の合計額からその者の年金所得に

係る区民税に係る特別税額控除額を控除した

残額に相当する税額、同年２月１日から３月
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３１日までの間においてはその者の分割金額

に相当する税額とする。 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に

係る区民税に係る特別税額控除額がその者の

第１期分金額、その者の第２期分金額、その

者の１０月分金額及びその者の分割金額の合

計額以上である場合には、普通徴収対象税額

及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第

２期納期並びに当該年度の初日の属する年の

１０月１日から翌年の１月３１日までの間に

おける税額はないものとし、同年２月１日か

ら３月３１日までの間においてはその者の年

金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

に相当する税額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３５

条の４の規定の適用については、同条第２項中

「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初

日の属する年の１０月１日から翌年の３月３１

日までの間における当該特別徴収対象年金所得

者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で

除して得た額」とあるのは、「付則第３条の８第

１項各号に規定する特別徴収の方法によって徴

収すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の区民税に限り、年金所得に係

る特別徴収の区民税の額（第１項の規定の適用

があるものを除く。）については、次に定めると

ころによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に

係る区民税に係る特別税額控除額がその者の

特別税額控除前の特別徴収に係る区民税の額

（特別税額控除前の年金所得に係る区民税の

額から第３５条の５第１項に規定する年金所

得に係る仮特別徴収税額を控除した額をいう。

以下この号において同じ。）を３で除して得た

金額（当該金額に１００円未満の端数がある

とき、又は当該金額の全額が１００円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額を切

り捨てた金額。以下この項において「分割金

額」という。）に２を乗じて得た金額をその者

の特別税額控除前の特別徴収に係る区民税の

額から控除した残額に相当する金額（以下こ

の項において「１０月分金額」という。）に満

たない場合には、特別徴収対象税額は、当該

年度の初日の属する年の１０月１日から１１

月３０日までの間においてはその者の１０月

分金額からその者の年金所得に係る区民税に

係る特別税額控除額を控除した残額に相当す

る税額、同年１２月１日から翌年の３月３１

日までの間においてはその者の分割金額に相

当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に

係る区民税に係る特別税額控除額がその者の

１０月分金額以上であり、かつ、その者の１

０月分金額とその者の分割金額との合計額に

満たない場合には、特別徴収対象税額は、当

該年度の初日の属する年の１０月１日から１

１月３０日までの間における税額はないもの

とし、同年１２月１日から翌年の１月３１日

までの間においてはその者の１０月分金額と

その者の分割金額との合計額からその者の年

金所得に係る区民税に係る特別税額控除額を

控除した残額に相当する税額、同年２月１日

から３月３１日までの間においてはその者の

分割金額に相当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に

係る区民税に係る特別税額控除額がその者の

１０月分金額とその者の分割金額との合計額

以上である場合には、特別徴収対象税額は、

当該年度の初日の属する年の１０月１日から

翌年の１月３１日までの間における税額はな

いものとし、同年２月１日から３月３１日ま

での間においてはその者の第３５条の５第２

項の規定により読み替えられた第３５条の２

第１項に規定する年金所得に係る特別徴収税

額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第３５

条の４の規定の適用については、同条第２項中

「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初

日の属する年の１０月１日から翌年の３月３１

日までの間における当該特別徴収対象年金所得

者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で

除して得た額」とあるのは、「付則第３条の８第

３項各号に規定する特別徴収の方法によって徴

収すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の区民税につき第３５条の６第

１項の規定の適用がある場合については、前各

項の規定は、適用しない。 

（令和７年度分の区民税の特別税額控除） 

第３条の９ 令和７年度分の区民税に限り、法附

則第５条の１２第３項及び第４項に規定すると

ころにより控除すべき区民税に係る令和７年度

分特別税額控除額を、同条第３項に規定する特

別税額控除対象納税義務者の第１８条、第１９

条から第２０条の３まで、付則第２条の４第２

項、付則第３条の３第１項、付則第３条の４の

２第１項、付則第３条の５及び付則第５条の２
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の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

る。 

 付則第４条第２項中「前条」を「付則第３条の

５」に改め、同条第３項中「第２０条の３第１項」

の次に「、付則第３条の６第１項及び前条」を加

え、「同項中」を「第２０条の３第１項中」に、「と

あるのは、「前４条並びに」を「とあるのは「前４

条及び」に、「とする」を「と、付則第３条の６第

１項中「前条及び」とあるのは「前条、付則第４

条第２項及び」と、前条中「付則第３条の５及び」

とあるのは「付則第３条の５、次条第２項及び」

とする」に改める。 

付則第８条第３項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第８条第１項の規

定による区民税の所得割の額」とする。 

付則第９条第３項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第９条第１項の規

定による区民税の所得割の額」とする。 

付則第１０条第３項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第１０条第１項の

規定による区民税の所得割の額」とする。 

付則第１２条第５項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第１２条第１項の

規定による区民税の所得割の額」とする。 

付則第１３条第２項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第１３条第１項の

規定による区民税の所得割の額」とする。 

付則第１４条第２項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第１４条第１項の

規定による区民税の所得割の額」とする。 

付則第１４条の２第２項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第１４条の２第１

項の規定による区民税の所得割の額」とする。 

付則第１４条の２第５項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第１４条の２第３

項後段の規定による区民税の所得割の額」と

する。 

付則第１４条の３第２項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第１４条の３第１

項の規定による区民税の所得割の額」とする。 

付則第１４条の３第５項に次の１号を加える。 

(5) 付則第３条の６及び付則第３条の９の規定

の適用については、付則第３条の６第１項及

び付則第３条の９中「所得割の額」とあるの

は、「所得割の額並びに付則第１４条の３第３

項後段の規定による区民税の所得割の額」と

する。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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告 示 

 

◎江東区告示第７８号 

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

令和６年３月６日 

江東区長  大久保 朋 果 

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第８２号 

介護保険法第８２条第２項の規定により指定居

宅介護支援事業者から事業の廃止の届出があった

ので、同法第８５条の規定に基づき、下記のとお

り告示する。 

令和６年３月８日 

江東区長  大久保 朋 果 

記 

１ 介護保険事業所番号 

  １３７０８０６５３９ 

２ 事業所の名称及び所在地 

  居宅介護支援事業所Ｒａｋｕｅ江東 

東京都江東区北砂５‐１４‐５‐１０２ 

３ 事業者の名称、所在地及び代表者 

  株式会社ネクセル 

千葉県浦安市日の出３‐３Ａ‐４０５ 

代表取締役 柴田 昌行 

４ 廃止年月日 

令和６年２月２９日 

５ サービスの種類 

居宅介護支援 

                    

◎江東区告示第８３号 

介護保険法第７８条の５第２項の規定により指

定地域密着型サービス事業者から事業の廃止の届

出があったので、同法第７８条の１１の規定に基

づき、下記のとおり告示する。 

令和６年３月８日 

江東区長  大久保 朋 果 

記 

１ 介護保険事業所番号 

  １３９０８００６７８ 

２ 事業所の名称及び所在地 

  春木舎デイサービス砂町 

東京都江東区東砂１‐６‐７ 

３ 事業者の名称、所在地及び代表者 

  株式会社ケンシン 

神奈川県横浜市中区本牧町１‐６６‐１ 

代表取締役 栁瀬 康孝 

４ 廃止年月日 

令和６年２月２９日 

５ サービスの種類 

地域密着型通所介護 

                    

◎江東区告示第８４号 

介護保険法第７８条の２第１項の規定により指

定地域密着型サービス事業者を指定したので、同

法第７８条の１１の規定に基づき、下記のとおり

告示する。 

令和６年３月８日 

江東区長  大久保 朋 果 

記 

１ 介護保険事業所番号 

  １３９０８００７０２ 

２ 事業所の名称及び所在地 

  春木舎デイサービス砂町 

東京都江東区東砂１‐６‐７ 

３ 事業者の名称、所在地及び代表者 

  株式会社ピュアステップ 

神奈川県横浜市保土ケ谷区法泉３‐２４‐

２３ 

代表取締役 守田 智雄 

４ 指定年月日 

令和６年３月１日 

５ サービスの種類 

地域密着型通所介護 

                    

◎江東区告示第８８号 

令和６年３月１４日、江東区議会の議決を経た、

令和５年度補正予算を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づき、

次のとおり公表する。 

令和６年３月１４日 

江東区長  大久保 朋 果 

記 

１ 令和５年度江東区一般会計補正予算（第６号） 

２ 令和５年度江東区国民健康保険会計補正予算

（第１号） 

３ 令和５年度江東区介護保険会計補正予算（第
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１号） 

４ 令和５年度江東区後期高齢者医療保険会計補

正予算（第１号） 
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令和５年度江東区一般会計補正予算（第６号） 

令和５年度江東区一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ 92,000 千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ 251,224,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第

１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用

できる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の変更は、「第３表債務負担行為補正」による。 

（特別区債の補正） 

第４条 特別区債の変更は、「第４表特別区債補正」による。 
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第１表 歳入歳出予算補正 

歳入 
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歳出 
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第２表 繰越明許費 
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第３表 債務負担行為補正 

変更 
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第４表 特別債補正 

変更 
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令和５年度江東区国民健康保険会計補正予算（第１号） 

令和５年度江東区国民健康保険会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ 1,349,000千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ 47,888,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「別

表歳入歳出予算補正」による。 
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別表 歳入歳出予算補正 

歳入 
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歳出 
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令和５年度江東区介護保険会計補正予算（第１号） 

令和５年度江東区介護保険会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 1,075,000千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ 40,304,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「別

表歳入歳出予算補正」による。 
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別表 歳入歳出予算補正 

歳入 
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歳出 
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令和５年度江東区後期高齢者医療会計補正予算（第１号） 

令和５年度江東区後期高齢者医療会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ 145,000千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ 12,050,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「別

表歳入歳出予算補正」による。 
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別表 歳入歳出予算補正 

歳入 
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歳出 

 
                    

◎江東区告示第９５号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第１項の規定に基づき、特別区道の区域を下記の

ように変更する。 

 なお、その関係図面は、令和６年３月２１日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和６年３月２１日 

江東区長  大久保 朋 果 

記 

整

理

番

号 

路線名 変更の区間 

変更前の敷

地の幅員 

変更後の敷

地の幅員 

１ 
深３７

号 

江東区福住一丁

目２番３先から 

江東区福住一丁

目２番２６先ま

で 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

 

２ 

深３０

９号 

江東区海辺９番

１７先から 

次図表示の

とおり 

 

 

 江東区海辺９番

２５先まで 

次図表示の

とおり 

３ 
深３２

９号 

江東区新大橋一

丁目４番３先か

ら 

江東区新大橋一

丁目４番５先ま

で 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

４ 
深３３

４号 

江東区新大橋一

丁目４番５先 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

５ 
深３４

３号 

江東区常盤一丁

目１１番２０先

から 

江東区常盤一丁

目１１番２６先

まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

 

 

６ 

 

 

深４０

江東区森下三丁

目３５番３２先

から 

 

次図表示の

とおり 
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５号 

 

 

江東区森下三丁

目３５番３４先

まで 

次図表示の

とおり 

７ 
深４３

８号 

江東区毛利一丁

目４０番１６先

から 

江東区毛利一丁

目３８番２先ま

で 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

８ 
深４４

５号 

江東区毛利一丁

目１４番１０先

から 

江東区毛利一丁

目１４番１先ま

で 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

９ 
城１３

号 

江東区大島八丁

目２７２番２９

先から 

江東区大島八丁

目２７２番３３

先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１

０ 

城１７

号 

江東区大島七丁

目８４５番１先

から 

江東区大島七丁

目８４５番２先

まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１

１ 

城２１

号 

江東区大島一丁

目２５５番２先

から 

江東区大島一丁

目２５５番２７

先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１

２ 

城２１

号 

江東区大島一丁

目３６２番１４

先から 

江東区大島一丁

目３６２番７先

まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１

３ 

城３５

号 

江東区亀戸三丁

目２０２番８先

から 

江東区亀戸三丁

目２０２番９先

まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

１

４ 

城１０

２号 

江東区大島三丁

目４１８番３４

次図表示の

とおり 

  先から 

江東区大島三丁

目４１８番３７

先まで 

次図表示の

とおり 

１

５ 

城１４

７号 

江東区東砂五丁

目２５６番３先

から 

江東区東砂五丁

目２５５番６先

まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 
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◎江東区告示第９６号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８第

２項の規定に基づき、下記の特別区道の供用を開

始する。 

 なお、その関係図面は、令和６年３月２１日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和６年３月２１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

整理

番号 
路線名 変更の区間 備考 

１ 
深３７

号 

江東区福住一丁目２

番３先から 

江東区福住一丁目２

番２６先まで 

なし 

２ 
深３０

９号 

江東区海辺９番１７

先から 

江東区海辺９番２５

先まで 

なし 

３ 
深３２

９号 

江東区新大橋一丁目

４番３先から 

江東区新大橋一丁目

４番５先まで 

なし 

４ 
深３３

４号 

江東区新大橋一丁目

４番５先 
なし 

５ 
深３４

３号 

江東区常盤一丁目１

１番２０先から 

江東区常盤一丁目１

１番２６先まで 

なし 

６ 
深４０

５号 

江東区森下三丁目３

５番３２先から 

江東区森下三丁目３

５番３４先まで 

なし 

７ 
深４３

８号 

江東区毛利一丁目４

０番１６先から 

江東区毛利一丁目３

８番２先まで 

なし 

８ 
深４４

５号 

江東区毛利一丁目１

４番１０先から 

江東区毛利一丁目１

４番１先まで 

なし 

９ 
城１３

号 

江東区大島八丁目２

７２番２９先から 

江東区大島八丁目２

７２番３３先まで 

なし 

１０ 
城１７

号 

江東区大島七丁目８

４５番１先から 

江東区大島七丁目８

４５番２先まで 

なし 

１１ 
城２１

号 

江東区大島一丁目２

５５番２先から 

江東区大島一丁目２

５５番２７先まで 

なし 

１２ 
城２１

号 

江東区大島一丁目３

６２番１４先から 

江東区大島一丁目３

６２番７先まで 

なし 

１３ 
城３５

号 

江東区亀戸三丁目２

０２番８先から 

江東区亀戸三丁目２

０２番９先まで 

なし 

１４ 
城１０

２号 

江東区大島三丁目４

１８番３４先から 

江東区大島三丁目４

１８番３７先まで 

なし 

１５ 
城１４

７号 

江東区東砂五丁目２

５６番３先から 

江東区東砂五丁目２

５５番６先まで 

なし 
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◎江東区告示第９７号 

 江東区区有通路管理条例（平成４年３月江東区

条例第１７号）第３条の規定に基づき、区有通路

の区域を下記のとおり変更する。 

 なお、その関係図面は、令和６年３月２１日か

ら２週間、本区土木部において一般の縦覧に供す

る。 

令和６年３月２１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

整

理

番

号 

路線名 変更の区間 

変更前の敷

地の幅員 

変更後の敷

地の幅員 

１ 
６００

７号 

江東区東陽五丁

目２０番３７先

から 

江東区東陽五丁

目２０番５６先

まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

２ 
６０２

７号 

江東区大島七丁

目１７２番６先

から 

江東区大島七丁

目１７１ 番１

先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

３ 
６０７

１号 

江東区東砂四丁

目１４１番１７

先から 

江東区東砂四丁

目１４１番２１

先まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

４ 
６０７

６号 

江東区東砂四丁

目１４１番２１

先から 

江東区東砂四丁

目１４１番７先

まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

５ 
６０７

７号 

江東区東砂四丁

目９４番９先か

ら 

江東区東砂四丁

目９９番１先ま

で 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 

 

６ 

６０９

６号 

江東区北砂七丁

目９２８番２７

次図表示の

とおり 

 

 

 先から 

江東区北砂七丁

目９２８番１０

先まで 

次図表示の

とおり 
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◎江東区告示第１０２号 

江東区立都市公園条例（昭和５２年６月江東区

条例第１３号）第３条第２項の規定に基づき、以

下の公園の面積を令和６年３月２１日から変更す

る。 

令和６年３月２１日 

江東区長  大久保 朋 果    

１ 面積を変更する公園 

名称 位置 

亀堀公園 江東区深川一丁目６

番３８号 

２ 面積 

別図のとおり 
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〔別図〕 
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◎江東区告示第１０４号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

  令和６年３月２５日 

江東区長  大久保 朋 果    

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第１１１号 

 令和６年３月２８日、江東区議会の議決を経た、

令和６年度当初予算を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づき、

次のとおり公表する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 令和６年度江東区一般会計予算 

２ 令和６年度江東区国民健康保険会計予算 

３ 令和６年度江東区介護保険会計予算 

４ 令和６年度江東区後期高齢者医療保険会計予

 算 
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令和６年度江東区一般会計予算 

令和６年度江東区一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 254,349,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすること

ができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（特別区債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる特別区債の起債の目的、限度額、

起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表特別区債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、3,000,000 千円

と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用するこ

とができる場合は、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間とする。 
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第１表 歳入歳出予算 

歳入 
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歳出 
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第２表 債務負担行為 
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第３表 特別区債 
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令和６年度江東区国民健康保険会計予算 

令和６年度江東区国民健康保険会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 48,962,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「別表歳入歳出予算」による。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用 

(2) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費

の各項の間の流用 
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別表 歳入歳出予算 

歳入 
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歳出 
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令和６年度江東区介護保険会計予算 

令和６年度江東区介護保険会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 40,513,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「別表歳入歳出予算」による。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた

場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間とする。 
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別表 歳入歳出予算 

歳入 
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歳出 
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令和６年度江東区後期高齢者医療会計予算 

令和６年度江東区後期高齢者医療会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 12,846,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「別表歳入歳出予算」による。 
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別表 歳入歳出予算 

歳入 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（第 914 号）             江 東 区 公 報    令和 6 年 4 月 15日（月曜日） 

 

 

 

100 

歳出 

 
 

                    

◎江東区告示第１１２号 

 令和６年３月２８日、江東区議会の議決を経た、

令和６年度補正予算を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づき、

次のとおり公表する。 

  令和６年３月２８日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 令和６年度江東区一般会計補正予算（第１号） 
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令和６年度江東区一般会計補正予算（第１号） 

令和６年度江東区一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 149,000 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ 254,498,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「別

表歳入歳出予算補正」による。 
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◎江東区告示第１１７号 

江東区男女共同参画推進センターにおける下記

の公金の収納については、地方自治法施行令第２

４３条の２第１項の規定に基づき、下記のとおり

私人に委託したので告示する。 

  令和６年３月２９日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託の相手方  東京都港区芝浦三丁目４番

１号グランパークタワー３

３階 

パーソルテンプスタッフ

株式会社第二ＢＰＯ事業

本部 

本部長 藤原 理絵 

２ 契約年月日 

令和６年４月１日 

３ 委託期間    

令和６年４月１日から令和７年３月３１日ま

で 

４ 委託の内容    

(1) 江東区男女共同参画推進センター条例（平

成２年１２月江東区条例第３０号）第７条第

１項に規定する江東区男女共同参画推進セン

ターの使用料の収納事務委託 

 (2) 江東区男女共同参画推進センターにおいて

開催する講座に要する材料費の売払代金の収

納事務委託 

                    

◎江東区告示第１１９号 

江東区立都市公園条例（昭和５２年６月江東区

条例第１３号）第３条第２項の規定に基づき、以

下の公園の区域及び面積を令和６年３月２９日か

ら変更する。 

  令和６年３月２９日 

江東区長  大久保 朋 果    

１ 区域及び面積を変更する公園 

名称 位置 

豊住公園 江東区東陽六丁目１

番１３号 

２ 区域及び面積 

別図のとおり 
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〔別図〕 
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◎江東区告示第１２０号 

下記のとおり副区長の退任があった。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

          記 

１ 副区長の退任について 

  氏   名  大塚 善彦 

  退任年月日  令和６年３月３１日 

                    

◎江東区告示第１２１号 

下記のとおり副区長の退任があった。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

          記 

１ 副区長の退任について 

  氏   名  武越 信昭 

  退任年月日  令和６年３月３１日 

                    

◎江東区告示第１２２号 

下記のとおり副区長の就任があった。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

          記 

１ 副区長の就任について 

  氏   名  綾部 吉行 

  就任年月日  令和６年４月１日 

                    

◎江東区告示第１２３号 

下記のとおり副区長の就任があった。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

          記 

１ 副区長の就任について 

  氏   名  油井 教子 

  就任年月日  令和６年４月１日 

                    

◎江東区告示第１２４号 

江東区副区長の担任事項（令和５年６月江東区

告示第２１１号）の全部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

江東区副区長の担任事項 

副区長 担任事項 

綾部吉行 

 

 

 

１ 政策経営部、総務部、都市整

備部、土木部及び会計管理室に

関すること。 

２ 議会、教育委員会、選挙管理

 

 

委員会及び監査委員との連絡に

関すること。 

３ 他の副区長に属さないこと。 

油井教子 １ 地域振興部、区民部、福祉部、

障害福祉部、生活支援部、健康

部、こども未来部及び環境清掃

部に関すること。 

                    

◎江東区告示第１２５号 

江東区立都市公園条例（昭和５２年６月江東区

条例第１３号）第２２条の規定によるボート場の

使用料の収納については、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に

基づき次のとおり私人に委託したので、同条第２

項の規定に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

          記 

１ 委託を受けた者（指定公金事務取扱者） 

  公益社団法人江東区シルバー人材センター 

   会長 関澤 邦正 

２ 住所又は事務所の所在地 

  東京都江東区東陽六丁目２番１７号 

３ 委託した歳入等の内容 

  江東区立横十間川親水公園内ボート場使用料

の収納事務 

４ 指定公金事務取扱者として指定をした指定日 

 令和６年４月１日 

５ 委託をした委託日 

 令和６年４月１日 

                    

◎江東区告示第１２６号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の２の３の規定に基づき、下記のとおり指定

納付受託者を指定したので、江東区会計事務規則

（昭和３９年規則第１３号）第４２条の３第２項

の規定に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

          記 

１ 指定納付受託者の名称、所在地及び代表者の

氏名 

名 称 東京地下鉄株式会社 

所在地 東京都台東区上野三丁目１９番６号 

代表者 代表取締役社長 山村 明義 

２ 指定年月日 

  令和６年４月１日 

３ 指定の内容 
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江東区が収納する東陽二丁目駐車場の時間貸

使用料における交通系電子マネー収納の指定納

付受託者 

                    

◎江東区告示第１２７号 

江東区駐車場条例（昭和５９年１２月江東区条

例第４０号）第５条の規定に基づく、江東区東陽

二丁目駐車場の使用料の収納については、地方自

治法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政

令第１２号）附則第２条第１項の規定に基づき、

同令による改正前の地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）第１５８条第１項の定めるとこ

ろにより、下記のとおり委託したので告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託の相手方  東京都江東区亀戸一丁目３ 

     ９番１号７０５ 

株式会社ジェイレック江東

支店 

支店長 臼倉 宏直 

２ 委 託 期 間  令和６年４月１日から令和

７年３月３１日まで 

３ 委託の内容  江東区東陽二丁目駐車場の

使用料（現金分）の収納事

務 

                    

◎江東区告示第１２８号 

 江東区国民健康保険料の徴収事務について、地

方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第

１９号）附則第２条第３項の規定に基づき、同法

による改正前の国民健康保険法（昭和３３年法律

第１９２号）第８０条の２の定めるところにより、

下記のとおり委託したので、地方自治法施行令等

の一部を改正する政令（令和６年政令第１２号）

による改正前の国民健康保険法施行令（昭和３３

年政令第３６２号）第２９条の２３第１項の規定

に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託事業者 

(1) 株式会社ＮＴＴデータ 

    東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

(2) 株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 

    東京都千代田区二番町８番地８ 

(3) 株式会社ローソン 

    東京都品川区大崎一丁目１１番２号 

(4) 株式会社ファミリーマート 

    東京都港区芝浦三丁目１番２１号 

(5) 山崎製パン株式会社 

    東京都千代田区岩本町三丁目１０番１号 

(6) ミニストップ株式会社 

    千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 

(7) 株式会社ポプラ 

    広島県広島市安佐北区安佐町大字久地６

６５番地の１ 

(8) 株式会社しんきん情報サービス 

    東京都港区港南一丁目８番２７号 

(9) ＬＩＮＥＰａｙ株式会社 

    東京都品川区西品川一丁目１番１号 

(10) ＰａｙＰａｙ株式会社 

    東京都千代田区紀尾井町１番３号 

(11) ビリングシステム株式会社 

    東京都千代田区内幸町一丁目２番２号 

(12) 株式会社ＮＴＴドコモ 

    東京都千代田区永田町二丁目１１番１号 

(13) 株式会社みずほ銀行 

    東京都千代田区大手町一丁目５番５号 

(14) ＫＤＤＩ株式会社 

    東京都千代田区飯田橋三丁目１０番１０ 

    号 

２ 委託内容 

(1) ①『モバイルレジ』による江東区国民健康

保険料の徴収事務 

②『モバイルレジクレジット』及び『ネッ

トｄｅモバイルレジ』に係る江東区国民

健康保険料の徴収事務 

③江東区国民健康保険料に係る徴収事務の

取りまとめ 

(2) 直営店舗及び加盟店舗における江東区国民

健康保険料の徴収事務 

(3) 同上 

(4) 同上 

(5) 同上 

(6) 同上 

(7) 同上 

(8) ＭＭＫ設置店の表示のある加盟店舗におけ

る江東区国民健康保険料の徴収事務 

(9) 『ＬＩＮＥ Ｐａｙ』による江東区国民健康

保険料の徴収事務 

(10) 『ＰａｙＰａｙ』による江東区国民健康保

険料の徴収事務 

(11) 『ＰａｙＰａｙ』、『ｄ払い』及び『ａｕＰ

ＡＹ』に係る江東国民健康保険料の徴収事務 

(12) 『ｄ払い』による江東区国民健康保険料の
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徴収事務 

(13) 『Ｊ‐ＣｏｉｎＰａｙ』による江東区国民

健康保険料の徴収事務 

(14) 『ａｕＰＡＹ』による江東区国民健康保険

料の徴収事務 

３ 委託期間 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日ま 

 で 

４ 指定公金事務取扱者として指定をした指定日

及び委託をした委託日 

令和６年４月１日 

                    

◎江東区告示第１２９号 

 江東区後期高齢者医療保険料の徴収事務につい

て、地方自治法の一部を改正する法律（令和５年

法律第１９号）附則第２条第３項の規定に基づき、

同法による改正前の高齢者の医療の確保に関する

法律（昭和５７年法律第８０号）第１１４条の定

めるところにより、下記のとおり委託したので、

地方自治法施行令等の一部を改正する政令（令和

６年政令第１２号）による改正前の高齢者の医療

の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３

１８号）第３３条第１項の規定に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託事業者 

(1) 株式会社ＮＴＴデータ 

    東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

(2) 株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 

    東京都千代田区二番町８番地８ 

(3) 株式会社ローソン 

    東京都品川区大崎一丁目１１番２号 

(4) 株式会社ファミリーマート 

    東京都港区芝浦三丁目１番２１号 

(5) 山崎製パン株式会社 

    東京都千代田区岩本町三丁目１０番１号 

(6) ミニストップ株式会社 

    千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 

(7) 株式会社ポプラ 

    広島県広島市安佐北区安佐町大字久地６

６５番地の１ 

(8) 株式会社しんきん情報サービス 

    東京都港区港南一丁目８番２７号 

２ 委託内容 

(1) ①『モバイルレジ』による江東区後期高齢

者医療保険料の徴収事務 

②江東区後期高齢者医療保険料に係る徴収

事務の取りまとめ 

 (2) 直営店舗及び加盟店舗における江東区後期

高齢者医療保険料の徴収事務 

(3) 同上 

(4) 同上 

(5) 同上 

(6) 同上 

(7) 同上 

(8) ＭＭＫ設置店の表示のある加盟店舗におけ

る江東区後期高齢者医療保険料の徴収事務 

３ 委託期間 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日ま

で 

４ 指定公金事務取扱者として指定をした指定日

及び委託をした委託日 

令和６年４月１日 

                    

◎江東区告示第１３０号 

コンビニエンスストア等における証明書の交付

に係る手数料の収納については、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の

規定に基づき、下記のとおり私人に委託したので、

同条第２項の規定に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託の相手方  東京都千代田区一番町２番

地 

地方公共団体情報システ

ム機構 

理事長 椎橋 章夫 

２ 委 託 期 間  令和６年４月１日から令和

７年３月３１日まで 

３ 委託の内容  証明書の交付に係る手数料

の収納事務 

４ 指 定 日  令和６年４月１日 

５ 委託をした委    令和６年４月１日 

託日       

                    

◎江東区告示第１３１号 

江東区枝川区民館及び江東区東陽区民館の使用

料の収納については、地方自治法第２４３条の２

第１項の規定に基づき、下記のとおり私人に委託

したので、同条第２項の規定に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託の相手方  公益社団法人江東区シルバ
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ー人材センター 

           会長 関澤 邦正 

２ 所 在 地  東京都江東区東陽六丁目２

番１７号 

３ 歳入の内容  江東区枝川区民館及び江東

区東陽区民館の使用料 

４ 指 定 日  令和６年４月１日 

５ 委 託 日  令和６年４月１日 

                    

◎江東区告示第１３２号 

江東区介護保険料の収納事務について、地方自

治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９

号）附則第２条第３項の規定に基づき、同法によ

る改正前の介護保険法（平成９年１２月１７日法

律第１２３号）第１４４条の２の定めるところに

より、次のとおり委託したので告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

委託した

相手方 
住所 委託内容 委託期間 

株式会社

ＮＴＴデ

ータ 

東京都江

東区豊洲

三丁目３

番３号 

江東区介

護保険料

収納事務

のとりま

とめ及び

モバイル

レジによ

る江東区

介護保険

料の収納 

令和６年

４月１日

から令和

７年３月

３１日ま

で 

株式会社

しんきん

情報サー

ビス 

東京都港

区港南一

丁目８番

２７号 

ＭＭＫ設

置店の表

示のある

加盟店舗

における

江東区介

護保険料

の収納 

同上 

株式会社

セブン‐

イ レ ブ

ン・ジャパ

ン 

東京都千

代田区二

番町８番

地８ 

直営店舗

及び加盟

店舗にお

ける江東

区介護保

険料の収

納 

同上 

株式会社

ファミリ

東京都港

区芝浦三

同上 

 

同上 

 

ーマート 丁目１番

２１号 

株式会社

ポプラ 

 

 

広島県広

島市安佐

北区安佐

町大字久

地６６５

番地の１ 

同上 

 

 

 

同上 

 

 

 

ミニスト

ップ株式

会社 

千葉県千

葉市美浜

区中瀬一

丁目５番

地１ 

同上 同上 

山崎製パ

ン株式会

社 

東京都千

代田区岩

本町三丁

目１０番

１号 

同上 同上 

株式会社

ローソン 

東京都品

川区大崎

一丁目１

１番２号 

同上 同上 

ビリング

システム

株式会社 

東京都千

代田区内

幸町一丁

目２番２

号 

ａｕＰＡ

Ｙ、ｄ払

い、Ｐａ

ｙＰａｙ

に係る江

東区介護

保険料の

収納 

同上 

ＫＤＤＩ

株式会社 

東京都千

代田区飯

田橋三丁

目１０番

１０号 

ａｕＰＡ

Ｙによる

江東区介

護保険料

の収納 

同上 

株式会社

ＮＴＴド

コモ 

東京都千

代田区永

田町二丁

目１１番

１号 

ｄ払いに

よる江東

区介護保

険料の収

納 

同上 

株式会社

みずほ銀

行 

東京都千

代田区大

手町一丁

目５番５

号 

Ｊ‐Ｃｏ

ｉｎＰａ

ｙによる

江東区介

護保険料

の収納 

同上 

ＬＩＮＥ

Ｐａｙ株

東京都品

川区西品

ＬＩＮＥ

Ｐａｙに

同上 
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式会社 川一丁目

１番１号 

よる江東

区介護保

険料の収

納 

ＰａｙＰ 

ａｙ株式

会社 

東京都千 

代田区紀

尾井町１

番３号 

ＰａｙＰ 

ａｙによ

る江東区

介護保険

料の収納 

同上 

                    

◎江東区告示第１３６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の２の３第１項の規定に基づき、下記のとお

り指定納付受託者を指定したため、江東区会計事

務規則（昭和３９年規則第１３号）第４２条の３

第２項の規定に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 指定納付受託者の名称及びその主たる事務所

の所在地 

(1) 株式会社ジェーシービー 

東京都港区南青山五丁目１番２２号 

(2) ユーシーカード株式会社 

東京都港区台場二丁目３番２号 

２ 指定納付受託者の納付方法 

  次の国際ブランドマークが付されたクレジッ

トカードを使用する納付方法 

 (1) ＪＣＢ、ＤｉｎｅｒｓＣｌｕｂ、ＡＭＥＲ

ＩＣＡＮＥＸＰＲＥＳＳ 

 (2) ＶＩＳＡ、Ｍａｓｔｅｒｃａｒｄ 

３ 指定納付受託者が納付する歳入等 

特別区民税・都民税・森林環境税、軽自動車

税（種別割）、国民健康保険料、介護保険料 

４ 指定をした日 

  令和６年４月１日 

                    

◎江東区告示第１３７号 

 特別区民税・都民税・森林環境税及び軽自動車

税（種別割）の収納事務について、地方自治法施

行令等の一部を改正する政令（令和６年政令第１

２号）附則第２条第１項の規定に基づき、同令に

よる改正前の地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１５８条の２第１項の定めるところ

により、次のとおり委託したので告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

委託した

相手方 
住所 委託内容 委託期間 

株式会社

ＮＴＴデ

ータ 

 

東京都江

東区豊洲

三丁目３

番３号 

公金収納

事務のと

りまとめ

及びモバ

イルレジ

による公

金収納 

令和６年

４月１日

から令和

７年３月

３１日ま

で 

株式会社

しんきん

情報サー

ビス 

東京都港

区港南一

丁目８番

２７号 

ＭＭＫ設

置店の表

示のある

加盟店舗

における

公金収納 

同上 

株式会社

セブン‐

イ レ ブ

ン・ジャパ

ン 

東京都千

代田区二

番町８番

地８ 

直営店舗

及び加盟

店舗にお

ける公金

収納 

同上 

株式会社

ファミリ

ーマート 

東京都港

区芝浦三

丁目１番

２１号 

同上 同上 

株式会社

ポプラ 

広島県広

島市安佐

北区安佐

町大字久

地６６５

番地の１ 

同上 同上 

ミニスト

ップ株式

会社 

千葉県千

葉市美浜

区中瀬一

丁目５番

地１ 

同上 同上 

山崎製パ

ン株式会

社 

東京都千

代田区岩

本町三丁

目１０番

１号 

同上 同上 

株式会社

ローソン 

東京都品

川区大崎

一丁目１

１番２号 

同上 同上 

ビリング

システム

株式会社 

 

東京都千

代田区内

幸町一丁

目２番２

ａｕＰＡ

Ｙ、ｄ払

い、Ｐａ

ｙＰａｙ

同上 
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号 に係る公

金収納 

ＫＤＤＩ

株式会社 

 

 

東京都千

代田区飯

田橋三丁

目１０番

１０号 

ａｕＰＡ

Ｙによる

公金収納 

同上 

 

 

 

株式会社

ＮＴＴド

コモ 

東京都千

代田区永

田町二丁

目１１番

１号 

ｄ払いに

よる公金

収納 

同上 

株式会社

みずほ銀

行 

東京都千

代田区大

手町一丁

目５番５

号 

Ｊ‐Ｃｏ

ｉｎＰａ

ｙによる

公金収納 

同上 

ＬＩＮＥ 

Ｐａｙ株

式会社 

東京都品

川区西品

川一丁目

１番１号 

ＬＩＮＥ 

Ｐａｙに

よる公金

収納 

同上 

 

ＰａｙＰ

ａｙ株式

会社 

東京都千

代田区紀

尾井町１

番３号 

ＰａｙＰ

ａｙによ

る公金収

納 

同上 

                    

◎江東区告示第１３８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３

１条の２の３第１項の規定に基づき、下記のとお

り指定納付受託者を指定したので、江東区会計事

務規則（昭和３９年規則第１３号）第４２条の３

第２項の規定に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 指定納付受託者の名称、所在地及び代表者の

氏名 

(1) 名称 株式会社トラストバンク 

所在地 東京都品川区上大崎三丁目１番１ 

    号 

代表取締役 川村 憲一 

(2) 名称 スルガカード株式会社 

所在地 東京都中央区日本橋１丁目７番１

号スルガビル 

代表取締役社長 佐藤 悟郎 

２ 指定開始日 

  令和６年４月１日 

３ 指定の内容 

  江東区が収納する公金におけるクレジットカ

ード収納の指定納付受託者 

                    

◎江東区告示第１３９号 

江東区清掃リサイクル条例（平成１１年１２月

江東区条例第３４号）第３２条第１項及び江東区

清掃リサイクル条例施行規則（平成１２年３月江

東区規則第４４号）第１４条の規定に基づき、令

和６年度の一般廃棄物の処理に関する実施計画を

別紙のとおり公表する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    
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〔別紙〕 
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◎江東区告示第１４０号 

江東区清掃リサイクル条例（平成１１年１２月

江東区条例第３４号）第５１条に規定する廃棄物

処理手数料のうち、江東区清掃リサイクル条例施

行規則（平成１２年３月江東区規則第４４号）第

３５条第１項及び第３６条第１項の規定による廃

棄物処理手数料の徴収の事務については、地方自

治法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政

令第１２号）附則第２条第１項の規定に基づき、

同令による改正前の地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）第１５８条第１項により下記の

とおり委託したので告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託の相手方 別紙「委託先一覧」のとおり 

２ 委 託 期 間 令和６年４月１日から令和７

年３月３１日まで 

３ 委託の内容 有料粗大ごみ処理券及び有料

ごみ処理券の交付に係る手数

料の収納事務 
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◎江東区告示第１４１号 

江東区立児童遊園条例（昭和５２年６月江東区

条例第１４号）第２条第２項の規定に基づき、次

の児童遊園を令和６年４月１日から設置する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

１ 設置する児童遊園 

名称 位置 

江東区立北砂ふれあ

い児童遊園 

江東区北砂三丁目１

０番１号 

２ 供用開始日 

令和６年４月１日 

３ 区域及び面積 

別図のとおり 
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〔別図〕 
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◎江東区告示第１４３号 

江東区保育料の収納事務について、地方自治法

の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号） 

附則第２条第３項の規定に基づき、下記のとおり

委託することとしたので、告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

委託した

相手方 
住所 委託内容 委託期間 

株式会社

ＮＴＴデ

ータ 

東京都江

東区豊洲

三丁目３

番３号 

公金収納

事務のと

りまとめ

及びモバ

イルレジ

による公

金収納 

令和６年

４月１日

から令和

７年３月

３１日ま

で 

株式会社

しんきん

情報サー

ビス 

東京都港

区港南一

丁目８番

２７号 

ＭＭＫ設

置店の表

示のある

加盟店舗

における

公金収納 

同上 

株式会社

セブン‐

イ レ ブ

ン・ジャパ

ン 

東京都千

代田区二

番町８番

地８ 

直営店舗

及び加盟

店舗にお

ける公金

収納 

同上 

株式会社

ファミリ

ーマート 

東京都港

区芝浦三

丁目１番

２１号 

同上 同上 

株式会社

ポプラ 

広島県広

島市安佐

北区安佐

町大字久

地６６５

番地の１ 

同上 同上 

ミニスト

ップ株式

会社 

千葉県千

葉市美浜

区中瀬一

丁目５番

地１ 

同上 同上 

山崎製パ

ン株式会

社 

 

東京都千

代田区岩

本町三丁

目１０番

同上 

 

 

 

同上 

 

 

 

 １号   

株式会社

ローソン 

東京都品

川区大崎

一丁目１

１番２号 

同上 同上 

                    

◎江東区告示第１４４号 

江東区地域振興部文化観光課が発行する有償の

冊子等の頒布代金の収納については、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１

項の規定に基づき、下記のとおり委託したので、

同条第２項の規定に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託の相手方  東京都江東区東陽四丁目１

１番３号 

公益財団法人江東区文化

コミュニティ財団 

事務局長 林 英彦 

東京都江東区東陽四丁目５

番１８号 

一般社団法人江東区観光

協会 

理事長 小嶋 映治 

東京都江東区亀戸四丁目１

８番８号 

亀戸いきいき事業協同組 

合 

代表理事 塚本 光伸 

２ 委 託 期 間  令和６年４月１日から令和

７年３月３１日まで 

３ 委託の内容  江東区地域振興部文化観光

課が発行する有償の冊子等

の頒布代金の収納事務 

                    

◎江東区告示第１４５号 

江東区豊洲特別出張所の公金収納の事務につい

ては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４３条の２第１項、国民健康保険法（昭和３３

年法律第１９２号）第８０条の２、高齢者の医療

の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

第１１４条に基づき、下記のとおり私人に委託し

たので、地方自治法昭和２２年法律第６７号）第

２４３条の２第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 
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１ 委託の相手方  東京都港区南青山三丁目１ 

          番３０号ＰＡＳＯＮＡＳＱ 

  ＵＡＲＥ 

       株式会社パソナ 

常務執行役員 エキス

パート・BPO 事業本部 

パブリック本部長 松

永 早苗 

２ 委 託 期 間  令和６年４月１日から令和

６年６月３０日まで 

３ 委託の内容  江東区豊洲特別出張所の特

別区民税、個人の都民税、

軽自動車税、国民健康保険

の保険料、後期高齢者医療

の保険料及び介護保険の保

険料の収納事務 

４ 指定公金事務  令和６年４月１日 

取扱者指定日   

５ 委 託 日  令和６年４月１日 

                    

◎江東区告示第１４６号 

令和６年度における会計年度任用職員の報酬の

額について、江東区会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例施行規則（令和２年３月江

東区規則第４号）第４条の規定に基づき、下記の

とおり告示します。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

令和６年度会計年度任用職員の報酬の額 別紙

のとおり 
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〔別紙〕 
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◎江東区告示第１４７号 

犬の注射済票交付手数料収納事務の委託

について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

３条の２第１項又は地方自治法施行令等の一部を

改正する政令（令和６年政令第１２号）附則第２

条第１項の規定に基づき、別紙に掲げる動物病院

に委託したので、地方自治法第２４３条の２第２

項又は地方自治法施行令等の一部を改正する政令

による改正前の地方自治法施行令（昭和２２年政

令第１６号）第１５８条第１項の定めるところに

より告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    
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別紙 
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◎江東区告示第１４８号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条の２の規定による撤去等に要し

た費用の徴収については、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に

基づき次のとおり私人に委託したので、同条第２

項の規定に基づき告示する。 

  令和６年４月１日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 委託を受けた  シンテイ警備株式会社 

者        代表取締役 安見 竜太 

２ 住    所  東京都中央区新富一丁目８

番８号 

３ 委託した歳入  放置自転車撤去手数料収入 

４ 指 定 日  令和６年４月１日 

５ 委託の期間  令和６年４月１日から令和

７年３月３１日まで 

                    

◎江東区告示第１４９号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条

第１項の規定に基づき、特別区道の区域を下記の

ように変更する。 

 なお、その関係図面は、令和６年４月４日から

２週間、本区土木部において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月４日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

整

理

番

号 

路線名 変更の区間 

変更前の敷

地の幅員 

変更後の敷

地の幅員 

１ 
江６３

０号 

江東区有明三丁

目３７番６先か

ら 

江東区有明三丁

目３７番１まで 

次図表示の

とおり 

次図表示の

とおり 
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◎江東区告示第１５０号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

  令和６年４月４日 

江東区長  大久保 朋 果    

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第１５１号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年法律第１２３号）第

５１条の２０第１項及び児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第２４条の２８第１項の規定に

基づき事業所を指定したので、下記のとおり公示

する。 

  令和６年４月４日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 設置者の名称及び主たる事務所の所在地 

  一般社団法人東京中央連絡會 

東京都新宿区下宮比町２‐２８飯田橋ハイ

タウン８２０ 

２ 事業所の名称及び所在地 

  一般社団法人東京中央連絡會江東相談室 

   東京都江東区北砂４‐１１‐１９ 

３ 指定年月日 

令和６年４月１日 

４ 事業の種類 

特定相談支援事業 

障害児相談支援事業 

５ 事業の主たる対象者 

  特定なし 

                    

◎江東区告示第１５２号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年法律第１２３号）第

５１条の２５第４項及び児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第２４条の３２第２項の規定に

基づき事業の廃止の届出があったので、下記のと

おり公示する。 

  令和６年４月４日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

１ 設置者の名称及び主たる事務所の所在地 

(1) 特定非営利活動法人子育て支援おやこ 

東京都江東区猿江１‐１８‐９‐２０４ 

(2) 株式会社グロウ 

   東京都江東区東陽３‐３‐８‐８０２ 

２ 事業所の名称及び所在地 

 (1) 乳幼児親子教室 

東京都江東区猿江１‐１８‐９‐２０

４ 

(2) 相談支援センターグロウ 

    東京都江東区大島８‐３２‐７学脇ビル

３０３号 

３ 廃止年月日 

(1)・(2) 令和６年３月３１日 

４ 事業の種類 

(1)・(2) 特定相談支援事業、障害児相談支援事 

    業 

５ 事業の主たる対象者 

(1)・(2) 特定なし 

                    

◎江東区告示第１５３号 

特定商業施設新設届出書の縦覧について 

江東区特定商業施設の立地に伴う生活環境保全

に関する指導要綱（平成１２年６月２９日江地商

発第６６号）第６条の規定に基づき、下記のとお

り特定商業施設新設届出書を縦覧に供する。 

  令和６年４月４日 

江東区長  大久保 朋 果    

記 

特定商業施設新設届出書の

届出年月日 

令和６年３月２

９日 

特定商業施設新設届出書の

縦覧場所 

東京都江東区東

陽四丁目１１番

２８号 

江東区地域振興

部経済課（庁舎

４階） 

特定商業施設新設届出書の

縦覧期間 

令和６年４月５

日から 

令和６年６月５

日まで 

特定商業施

設新設届出

の概要 

 

 

特定商業施

設の名称及

び所在地 

 

 

トヨタモビリテ

ィ東京株式会社

深川店 

江東区千石二

丁目１０番１
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  号 

設置者の氏

名又は名称

及び住所 

トヨタモビリテ

ィ東京株式会社  

代 表 取 締 役 

佐藤 康彦 

東京都港区

芝浦四丁目

８番３号 

特定商業施

設において

営業を営む

者の氏名又

は名称及び

住所 

トヨタモビリテ

ィ東京株式会社 

代 表 取 締 役 

佐藤 康彦 

東京都港区

芝浦四丁目

８番３号 

特定商業施

設を新設す

る日 

令和６年３月２

９日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告 示 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会告示第５号 

 下記により、令和６年第３回江東区教育委員会

定例会を招集する。 

  令和６年３月２２日 

 江東区教育委員会           

教育長  本 多 健一朗    

記 

１ 日時 令和６年３月２７日（水） 

午後２時 

２ 場所 江東区役所 

３ 議題 

日程第１ 議案第１４号 江東区教育委員会

の権限委任に関す

る規則 

  日程第２ 議案第１５号 江東区教育委員会

事務局処務規則の

一部を改正する規

則 

  日程第３ 議案第１６号 江東区立幼稚園教

育職員の勤勉手当

に関する規則の一

部を改正する規則 

４ 報告事項 

(1) 令和６年第１回区議会定例会（教育委員会

関係）について ほか 

５ 協議事項 

(1) 江東区立学校教科用図書採択に係る基本方

針について 
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告 示 （ 監 ） 

 

◎江東区監査委員告示第４号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９

９条第１４項、江東区監査基準（令和２年４月１

日江東区監査委員訓令甲第１号）第１８条の規定

に基づき、令和５年度第２回定期財務監査の結果

に対し、江東区長及び江東区教育委員会から措置

の通知があったので、別紙のとおり公表する。 

なお、釼先委員及び河野委員は、就任前のため、

本監査には関与していない。 

令和６年３月１５日 

江東区監査委員 松 土 英 男    

同       藏 田 朝 彦 

同        釼 先 美 彦 

同        河 野 清 史 

〔別紙〕 

令和５年度第２回定期財務監査 指摘事項措置報

告書 

〔こども未来部 こども家庭支援課〕 

１ 指摘事項 

令和３年度子育て世帯等臨時特別支援事業費

補助金は、国より交付されていた。事業実績報

告に基づき交付額が確定されたことに伴う超過

交付分が発生したため、定められた納付期限ま

でに返還することになっていた。 

事業名 返還金 納付期限 

令和３年度子

育て世帯等臨

時特別支援事

業 費 補 助 金

（先行給付金

分） 

３２６，７３１，

８８１円 

令和４年１

１月２８日 

令和３年度子

育て世帯等臨

時特別支援事

業 費 補 助 金

（追加給付金

分） 

３２５，６７３，

７１４円 

令和４年１

１月２８日 

 上記２件の返還金に関する納付書類について

は、こども家庭支援課からの報告によると、東

京都より令和４年９月６日付令和３年度子育て

世帯等臨時特別支援事業費補助金交付額確定通

知書とともに同課へ到達し、支払期限は同年１

１月２８日とされていたが、返還手続きを失念

したため支払期限と同日の処理となってしまっ

た。 

その結果、支払期限より１日遅れて支払われ

たため、年率１０．９５％で算定された延滞金

１９５，７２１円が発生した。 

事業名 延滞金 

令和３年度子

育て世帯等臨

時特別支援事

業費補助金（先

行給付金分） 

９８，０１９円 

令和３年度子

育て世帯等臨

時特別支援事

業費補助金（追

加給付金分） 

９７，７０２円 

計 １９５，７２１円 

本件指摘事項は、本来支出する必要のない延

滞金を支出したことにより、区に損害を生じさ

せたものである。 

補助金返還手続きを失念した要因として、業

務執行にかかる確認体制の不備に加えて、急遽

実施された本事業への対応に必要な職員体制の

構築が不十分であったことが考えられる。 

会計処理にあたっては、遅滞や遺漏が生じな

いよう課内における確認体制を総点検するとと

もに、職員一人ひとりの業務量を的確に把握し

たうえで必要な職員数を確保し適正に事務の分

担を行う等、再発防止策を講じられたい。 

２ 措置事項 

業務の執行にあたり適正な会計処理に努めて

いたにもかかわらず、課内の確認体制の不備に

より延滞金が発生し、令和５年度第２回定期財

務監査において指摘事項を受けるに至った。今

回の指摘事項を重く受け止め、今後このような

事態を引き起こすことがないよう、以下のとお

り措置を図り、再発防止に努める。 

本件指摘事項を踏まえ、同様な事例は、他に

発生していないことを確認した。 

本件指摘事項については、国により決定され

た給付金事業への早急な対応が求められたため、

十分な職員体制が構築できなかったこと、及び、

担当者個人に補助金業務を任せきりにし、人為

的なミスについて係内でチェックする体制が不

十分であったことが原因と考えている。 

年間を通して執行手続きの漏れがないように、

以下の通り再発防止に取り組む。 

① 各事業担当で週初めに当該週の個々の業務

予定について、対面もしくはチャット機能を

用いて共有する。 
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② 給付金等イレギュラー業務を含む全事業分

の補助金スケジュール表を朝会フォルダに格

納し、都度担当が更新することにより、進捗

を共有する。 

③ 上記執行予定について、係長が確認する体

制とする。 

 

令和５年度第２回定期財務監査 指摘事項措置報

告書 

〔教育委員会事務局 地域教育課〕 

１ 指摘事項 

江東きっずクラブ条例第９条において定めら

れている利用料の令和４年度収入未済繰越額と

令３年度末の収入未済額に２３０，５００円の

相違が生じていた。地域教育課の報告では、相

違している金額の内訳や原因が不明であった。

江東区会計事務規則第４７条において、当該年

度において調定したもので、出納閉鎖期日にお

いて収入未済となったものがあるときは、その

未済額を翌年度に繰越し、以下この例に従って

順次繰越さなければならないと定められている。 

本件指摘事項は、複数年にわたり生じていた

ものであり、確認体制の不備を指摘せざるを得

ず、原因を究明し適正に修正されたい。 

同利用料の取扱いにあたっては、同規則等の

関係規定を遵守するとともに、管理の実態を再

点検し、早急に事務執行体制を見直されたい。 

２ 措置事項 

本件指摘事項について、江東きっずクラブＡ

登録のスポット利用料の納入済通知書を財務会

計上の収入額と照らし合わせる作業を行ったと

ころ、以下の事実が判明した。 

１ 令和３年度のスポット利用料の口座振替分、

令和４年２月分と３月分（３月末引き落とし

及び４月末引き落とし）合計２２５，０００

円が翌４年度の収入として計上されていた。

これは、独自システムである入退室管理シス

テムにて出力する請求データの一部が「年度」

ではなく「年」と自動的に付されていたため

であった。 

２ 地域教育課窓口で令和４年４、５月に保護

者が支払ったスポット利用料合計５，５００

円は、令和３年度分の納付書で区役所８階の

みずほ銀行に入金すべきであったが、誤って

令和４年度分の納付書で入金していた。 

上記１、２により令和４年度収入未済繰越額

と令和３年度末の収入未済額に相違が生じて

いたものである。 

１の原因はシステム上の誤りであり、２は

職員の単純なミスである。 

  １については、入退室管理システムの事業

者に請求データを正しく出力するよう改修依

頼済みであり、近日改修完了予定である。今

後、独自システムを開発、改修する場合は、

不具合がないかどうか徹底したシステム・チ

ェックを実施することとする。 

  ２については、出納閉鎖期間について、窓

口払いした利用料をみずほ銀行に入金する場

合、納付された年度を確認し、正しい納付書

を作成することを徹底するとともに、複数職

員によるチェックを実施する。課内のマニュ

アルに出納閉鎖期間の事務処理について注意

事項を記載し、それを見れば誰でも正しい処

理が行えるようにする。さらにチェックリス

トを作成し、誤処理をしないようにチェック

体制を徹底する。 
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区 議 会 

 

◎区議会議決事項（令和６年第１回定例会） 

 ２月２１日から３月２８日まで会期３７日間に

わたって開会した令和６年第１回江東区議会定例

会において、別記の事項を議決した。 

１ 議案（区長提出） 

  議案第２号 令和５年度江東区一般会計補正

予算（第６号） 

  議案第３号 令和５年度江東区国民健康保険

会計補正予算（第１号） 

  議案第４号 令和５年度江東区介護保険会計

補正予算（第１号） 

  議案第５号 令和５年度江東区後期高齢者医

療会計補正予算（第１号） 

  議案第１２号 仙台堀川公園周辺路線道路改

良工事（Ａ‐１工区）請負契

約 

  議案第１３号 江東区白河保育園改修工事請

負契約 

  議案第１４号 江東区亀高保育園改修工事請

負契約 

  議案第１５号 江東区南砂第二保育園改修工

事請負契約 

  議案第１６号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

  議案第１７号 江東区個人番号の利用並びに

特定個人情報の利用及び提供

に関する条例の一部を改正す

る条例 

  議案第１９号 江東区職員の配偶者同行休業

に関する条例の一部を改正す

る条例 

  議案第２０号 江東区芭蕉記念館条例の一部

を改正する条例 

  議案第２１号 江東区深川江戸資料館条例の

一部を改正する条例 

  議案第２２号 江東区中川船番所資料館条例

の一部を改正する条例 

  議案第２３号 江東区区民体育館条例の一部

を改正する条例 

  議案第２４号 江東区夢の島総合運動場条例

の一部を改正する条例 

  議案第２５号 江東区営プール条例の一部を

改正する条例 

  議案第２６号 江東区特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

議案第２７号 江東区こども発達センター条

例の一部を改正する条例 

議案第２８号 江東区営住宅条例の一部を改

正する条例 

議案第２９号 江東区高齢者住宅条例の一部

を改正する条例 

議案第３０号 江東区立児童遊園条例の一部

を改正する条例 

議案第３１号 江東区江東きっずクラブ条例

等の一部を改正する条例 

議案第３２号 江東区立学校施設使用条例の

一部を改正する条例 

議案第３３号 江東区立学校の学校医、学校

歯科医及び学校薬剤師の公務

災害補償に関する条例の一部

を改正する条例 

（以上３月１４日原案可決） 

  議案第６号 令和６年度江東区一般会計予算 

  議案第７号 令和６年度江東区国民健康保険

会計予算 

  議案第８号 令和６年度江東区介護保険会計

予算 

  議案第９号 令和６年度江東区後期高齢者医

療会計予算 

  議案第１１号 東京都後期高齢者医療広域連

合規約の変更に係る協議につ

いて 

  議案第３４号 江東区指定地域密着型サービ

ス等の事業の人員、設備及び

運営の基準等に関する条例の

一部を改正する条例 

  議案第３５号 江東区指定居宅介護支援等の

事業の人員及び運営の基準等

に関する条例 

  議案第３６号 江東区指定介護予防支援等の

事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の

方法に関する基準を定める条

例 

  議案第３７号 江東区福祉会館条例の一部を

改正する条例 

  議案第３９号 江東区介護保険条例の一部を

改正する条例 

  議案第４０号 令和６年度江東区一般会計補

正予算（第１号） 
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  議案第４１号 江東区国民健康保険条例の一

部を改正する条例 

（以上３月２８日原案可決） 

２ 選任同意（区長提出） 

  議案第４２号 江東区副区長選任同意方につ

いて 

綾 部 吉 行 

  議案第４３号 江東区副区長選任同意方につ

いて 

油 井 教 子 

（以上３月２８日同意） 

３ 請願・陳情 

５陳情第３８号 電線地中化に関する陳情 

（以上３月１４日不採択） 
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